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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第123期 第124期 第125期 第126期 第127期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 19,883,109 21,557,759 21,337,227 21,178,080 20,931,280

経常利益 （千円） 2,142,776 1,424,051 1,384,054 1,372,465 1,610,037

親会社株主に帰属す

る当期純利益
（千円） 1,154,055 1,118,294 974,509 1,008,124 1,275,680

包括利益 （千円） 1,315,010 1,167,464 1,509,150 835,724 1,804,886

純資産額 （千円） 25,314,639 26,271,251 27,569,511 27,920,572 29,465,487

総資産額 （千円） 31,217,088 32,708,222 34,793,845 34,031,196 36,363,521

１株当たり純資産額 （円） 3,362.32 3,489.39 3,661.84 3,758.95 3,966.94

１株当たり当期純利

益
（円） 153.28 148.53 129.44 134.20 171.74

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 81.1 80.3 79.2 82.0 81.0

自己資本利益率 （％） 4.7 4.3 3.6 3.6 4.4

株価収益率 （倍） 10.9 11.8 14.8 15.3 12.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,298,005 665,813 2,846,549 2,131,030 2,371,997

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △782,025 △1,119,529 △476,675 △589,454 108,298

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △167,288 △212,105 △211,996 △485,681 △270,480

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 5,789,716 5,138,983 7,323,418 8,354,860 10,609,943

従業員数 （名） 513 570 595 589 572

　  (88) (42) (39) (35) (33)

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「従業員数」欄の（　）内は、外書で臨時従業員数（平均雇用人員数）を記載しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第123期 第124期 第125期 第126期 第127期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 16,130,993 17,484,686 17,289,378 17,064,805 16,468,664

経常利益 （千円） 1,344,341 736,878 753,473 805,082 1,028,078

当期純利益 （千円） 709,081 652,281 473,381 621,176 777,321

資本金 （千円） 827,500 827,500 827,500 827,500 827,500

発行済株式総数 （千株） 7,550 7,550 7,550 7,550 7,550

純資産額 （千円） 16,673,075 17,103,593 17,694,328 17,645,999 18,490,115

総資産額 （千円） 19,361,743 20,550,221 21,527,059 20,579,539 22,117,791

１株当たり純資産額 （円） 2,214.53 2,271.72 2,350.20 2,375.68 2,489.33

１株当たり配当額

（円）

26.00 33.00 26.00 40.00 15.00

（うち１株当たり中

間配当額）
(13.00) (15.00) (10.00) (20.00) (15.00)

１株当たり当期純利

益
（円） 94.18 86.64 62.88 82.69 104.65

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 86.1 83.2 82.2 85.7 83.6

自己資本利益率 （％） 4.3 3.9 2.7 3.5 4.3

株価収益率 （倍） 17.8 20.2 30.5 24.8 20.3

配当性向 （％） 27.6 38.1 41.3 48.4 14.3

従業員数 （名） 327 371 378 378 371

　  (67) (25) (27) (25) (19)

株主総利回り （％） 103.3 109.8 121.4 132.0 138.7

（比較指標：配当込

みTOPIX）
（％） (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 （円） 1,860 1,949 1,949 2,160 2,591

最低株価 （円） 1,530 1,433 1,676 1,782 1,761

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「従業員数」欄の（　）内は、外書で臨時従業員数（平均雇用人員数）を記載しております。

３．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（スタンダード市場）におけるものであり、

それ以前は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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２【沿革】

　当社は故本多光太郎博士をはじめ、東北大学工学部および同金属材料研究所の全面的なご指導、ご協力のもとに各

種特殊鋼を製造するため、特に仙台市に工場を設置したものであります。従って、産学協同を経営の基本として今日

に至っております。

1937年４月 仙台市に資本金500千円をもって東北特殊鋼株式会社を設立。

1938年４月 仙台特殊鋼株式会社を合併。

1939年９月 仙台市長町字八幡前１番地に仙台工場を起工。

1961年10月 東京証券取引所市場第二部に上場。

1971年４月 キリンサービス株式会社（現・東特興業株式会社、連結子会社）を設立。

1975年11月 当社製造素材使用による加工製品の製造販売開始。

1978年７月 東京証券取引所市場第二部上場廃止、同日、社団法人日本証券業協会より店頭管理銘柄に指定され

る。

1980年10月 特殊熱処理の受託ならびに同製品の販売開始。

1986年５月 土浦工場を新設し、特殊熱処理の受託ならびに同製品の販売開始。

1987年７月 株式会社児玉工業所（現・東特エステートサービス株式会社、連結子会社）を譲受。

1990年５月 宮城県村田工業団地へ本社工場を移転。特殊熱処理設備を移転、受託ならびに同製品の販売開始。

1991年８月 本社工場へ加工製品製造設備を移設、同製品の製造販売開始。

1992年２月 ㈱西友と旧長町工場用地の再開発事業に関し、基本協定を締結。

1992年５月 本社工場へ本社機構および二次加工製造設備を移設、同製品の製造販売開始。

1993年12月 本社工場へ溶解鍛造、冷鍛、工務試験の各設備を移設、同製品の製造販売開始。

1997年６月 東特エステートサービス株式会社、不動産賃貸事業開始。

1997年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

2000年１月 本社工場、ＩＳＯ１４００１認証取得。

2003年４月 本社鋼材工場、ＩＳＯ９００１認証取得。

2004年６月 本社鋼材工場、ＱＳ－９０００認証取得。

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2004年12月 本社熱処理工場、土浦工場、ＩＳＯ９００１認証取得。

2005年６月 本社精密加工工場、ＩＳＯ９００１認証取得。

2005年７月 「環境調和型鉛フリー快削合金材料の発明」において社団法人発明協会より２１世紀発明奨励賞を

受賞。

2006年２月

2006年８月

2007年11月

 

2010年４月

茨城県土浦市の東筑波新治工業団地へ土浦工場を移転。

本社鋼材工場、ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９認証取得（国内特殊鋼事業メーカー初）。

高硬度電磁ステンレス鋼「Ｋ－Ｍ５７」の発明に対し、社団法人発明協会より東北経済産業局長賞

を受賞。

ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場。

2011年５月 タイ王国にTOHOKU Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.（現・連結子会社）を設立。

2013年７月 大阪証券取引所と東京証券取引所の合併に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場。

2017年５月 インド共和国にTOHOKU STEEL INDIA PRIVATE LIMITED（現・連結子会社）を設立。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）からス

タンダード市場に移行。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社および連結子会社４社により構成されており、その主な事業内容は次のとおりであります。

(1）当社および当社の関係会社の事業における当社および関係会社の位置付けおよびセグメントとの関連は、次のと

おりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

特殊鋼事業…………………　当社は、特殊鋼メーカーとして各種特殊鋼鋼材を製造しているほか、機械部品、工

具などの加工製品ならびに熱処理加工を行っており、多品種、小ロット、短納期対応

を当社の特色としております。

　当社は、主要原材料の大半をその他の関係会社である大同特殊鋼㈱およびその子会

社の大同興業㈱を通じて仕入れており、大同特殊鋼㈱および大同興業㈱を通じて当社

製品の一部の販売を行っております。

　子会社である東特エステートサービス㈱からは工場用地の賃借および清掃・警備業

務の支援を受けております。また、原材料の一部の購入および製品の一部の販売を子

会社である東特興業㈱を通じて行っております。海外子会社であるTOHOKU

Manufacturing(Thailand) Co.,Ltd.およびTOHOKU STEEL INDIA PRIVATE LIMITEDは、

タイ、インドにおいて特殊鋼事業を展開しております。

不動産賃貸事業……………　当社の旧長町工場用地は、再開発のため子会社東特エステートサービス㈱に賃貸し

ております。東特エステートサービス㈱は、商業施設として建設したショッピングセ

ンターを㈱西友に賃貸し、メンテナンス業務を請負っております。

(2）事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

東特エステート

サービス㈱

（注）１、３、４

仙台市

太白区

495,160

千円
不動産賃貸事業 100

①　役員の兼任等

　当社役員中3名が、その役員

を兼務しております。

②　営業上の取引

　清掃・警備業務支援。

③　不動産の賃貸借

　旧長町工場用地を再開発の

ため賃貸。

　本社工場用地を賃借。

東特興業㈱

（注）１

仙台市

太白区

 10,000

千円
特殊鋼事業  100

①　役員の兼任等

　当社役員中2名が、その役員

を兼務しております。

②　営業上の取引

　特殊鋼鋼材の販売および原

材料の購入。

TOHOKU

Manufacturing

(Thailand) Co.,

Ltd.

（注）１、３

タイ王

国チョ

ンブリ

県

460,285

千タイ・バーツ
特殊鋼事業 100

①　役員の兼任等

　当社役員中1名が、その役員

を兼務しております。

②　営業上の取引

　特殊鋼鋼材の販売。

③　資金取引

　製造設備購入資金の貸し付

け。

TOHOKU STEEL INDIA

PRIVATE LIMITED

（注）１、３

インド

共和国

アーン

ドラ・

プラデ

シュ州

1,000,000

千インド・ルピー
特殊鋼事業 100

①　役員の兼任等

　当社役員中3名が、その役員

を兼務しております。

②　営業上の取引

　特殊鋼鋼材の販売。

③　資金取引

　運転資金の貸し付け。

（その他の関係会社）      

大同特殊鋼㈱

（注）５、７

名古屋

市東区

37,172

百万円

特殊鋼の製造およ

び販売

被所有

34.34

①　役員の兼任等

　当社役員中7名が、同社から

の転籍者であります。

②　営業上の取引

　特殊鋼鋼材の販売ならびに

特殊鋼鋼材の仕入・原材料の

購入。

㈱光通信

（注）２、５、６

東京都

豊島区

54,259

百万円

通信回線サービス

電力等の販売

被所有

22.02

(22.02)

－

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．特定子会社に該当いたします。
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４．東特エステートサービス㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 2,447,310千円

 (2）経常利益 570,819千円

 (3）当期純利益 502,348千円

 (4）純資産額 10,528,294千円

 (5）総資産額 13,409,016千円

５．有価証券報告書を提出しております。

６．㈱光通信は当社の議決権を直接所有しておりませんが、当社の株主であり共同保有者である光通信ＫＫ投資

事業有限責任組合、ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３投資事業有限責任組合、ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２投資

事業有限責任組合およびエスアイエル投資事業有限責任組合、光通信株式会社の親会社であることから、実

質的な影響力を有していると認められるため、その他の関係会社としております。

７．記載している議決権の被所有割合は、2026年３月31日現在のものであります。

　　なお、当該会社は当社株式に対する公開買付け(以下「本公開買付け」といいます。)を実施しており、2026

年６月29日までの公開買付期間が終了し、本公開買付けは成立しました。当社は、本公開買付け及びその後

の一連の手続を経て上場廃止となり、当該会社の完全子会社となる予定です。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)経営方針

　当社は、創立の精神である『高級特殊鋼を製造し、産業界に貢献する』に基づき、特殊鋼素材開発、製造、精密部

品加工、熱処理、表面処理から成るバリューチェーンを活かした特徴ある商品をお客様に提供しております。また、

お客様とのコラボレーションによる新たな商品開発も含め、多方面で新しい技術開発に取組んでおります。さらに、

海外での生産活動も積極的に進め、タイとインドの生産拠点と連携し、グローバルに広がるお客様の多様なニーズに

応えております。

　2026年度は、前年度から続く厳しい経営環境の下、「潮目は今！　総力挙げて漕ぎ出せ　新海路」をスローガンに

掲げました。全社一丸で事業ポートフォリオ改革や収益性向上などの事業改革を推進し、これからも産業界の発展な

らびに人々の豊かな暮らしに貢献できるよう挑戦し続けてまいります。

(2)中期経営計画の実績

　当社グループは2024年に「2026中期経営計画」を策定・公表しました。当中期経営計画において、当連結会計年度

は、売上高250億円、営業利益20億円、ROS（売上高営業利益率）８%、ＲＯＥ（自己資本利益率）５％を目標として

掲げましたが、実績は売上高209億円、営業利益14億円、ROS 6.8％、ROE 4.4％となり、いずれの数値目標も未達と

なりました。

　当社グループは前回の中期経営計画において、2030年に目指す姿として「東北特殊鋼 2030 VISION」を策定し、

「迫り来る革新的モビリティ・エネルギー・デジタル社会 その激流に流されず、変化を御してよりよい社会づくり

のために高機能材を提供し続ける」ことを掲げました。「2026中期経営計画」は、このビジョンの実現に向け、前中

期経営計画のコンセプトを踏襲しつつ、「『開発機能会社』への前進と柔軟な事業の転進」を基本コンセプトとして

定めています。

　当社グループは、特殊鋼事業と不動産賃貸事業が相互に連携しながら価値創出と成長を目指しており、「未来への

成長投資」の強化とともに、厳しい事業環境下においても安定的に利益を確保する「収益性の改善」に取り組んでい

ます。主なアクションプランと当連結会計年度の取り組み状況は以下の通りです。

 

特殊鋼事業アクションプラン①「商品ポートフォリオ改革の断行」

　第一に、当社グループの強み商品である電磁ステンレス鋼および特殊合金について、半導体製造装置や新エネル

ギー関連などの成長産業向け領域での販売拡大を図っています。過年度に実施した設備投資の成果を最大限活用

し、安定した供給体制の構築を進めるとともに、マーケティングおよび営業活動の強化にも努めています。当連結

会計年度においては、国内外の半導体製造装置向け市場において在庫調整が継続した影響を受け、強み商品の販売

量は前連結会計年度比で減少しました。一方で、拡販活動を強化した結果、新規の引き合いは増加しており、その

一部は受注に結びついています。

　第二に、新たなビジネスモデルの構築として、トマト栽培向け害虫防除機器「トマタブル」の量産化および販売

開始、振動発電によるIoT電源の商品化を計画しています。これらはいずれも当社が開発した磁歪クラッド材を活

用した製品です。当連結会計年度においては、農業関連メディアへの掲載等を通じてトマト農家や自治体から大き

な反響をいただきました。社内リソースを集約し、2026年度中の本格提供に向けた体制整備を進めています。

　第三に、内燃自動車向けの既存主力商品および海外事業については、今後の需要減少局面においても収益性を維

持・確保することを目的に、生産体制の見直しや低収益商品の選別を進めています。需要環境の変化を前提とした

設備稼働の集約や人員配置の最適化に取り組むとともに、当連結会計年度においては、内燃自動車向け需要減少へ

の備えとして、海外においても半導体製造装置向け製品の拡販活動を推進しました。

特殊鋼事業アクションプラン②「環境価値の優れた開発商品拡大」

　当社グループは、社会課題や顧客ニーズに応える環境価値の高い開発商品の拡大に取り組んでいます。具体的に

は、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のグリーンイノベーション基金事業を通じた次世代モーター用

素材の開発、および磁歪クラッド材の用途開発を進めています。これらは、電動車の省エネルギー化や振動発電に

よる新たなエネルギー獲得など、電動化社会の実現に貢献する取組みです。

　当連結会計年度においては、次世代モーター用素材の性能向上に向けた研究を継続するとともに、将来の量産化

を見据えたサプライチェーンおよび製造プロセスの検討を進めました。また、磁歪クラッド材については、害虫防

除機器に加え、IoT電源や微小荷重センサー等への応用可能性を検討しました。
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特殊鋼事業アクションプラン③「未来工場実現に向けた基盤整備」

　前述のアクションプランを支える基盤として、多様な人材が活躍できる環境の整備およびDXの推進に取り組んで

います。生産設備や基幹システムの更新を通じて、工場の効率稼働に加え、将来の成長に資する生産技術の蓄積や

高付加価値・高品質製品の提供を目指しています。

　当連結会計年度においては、ITインフラの更新および生成AI利用に関する社内ガイドラインの策定を実施しまし

た。RPAによる業務自動化や生成AI活用の社内浸透により、業務DXは着実に進展しています。今後も、デジタル技

術と製造現場の融合による未来工場の実現に向け、部門横断的な取組みを継続していきます。

不動産賃貸事業アクションプラン「収益性の長期持続性確保」

　当社グループの不動産賃貸事業は、仙台市長町エリアの旧工場跡地に建設した商業施設を中心とした賃貸事業で

あり、特殊鋼事業と並ぶ収益の柱として安定的な利益を創出しています。「2026中期経営計画」においては、商業

施設の老朽化対応を進めつつ、周辺不動産への追加投資等を通じて、エリア全体の価値向上を図る方針としていま

す。

　当連結会計年度においては、商業施設を安全・快適に利用いただくための計画的な予防保全を継続し、不動産価

値の維持・向上に努めました。

(3)経営環境及び対処すべき課題

　当社を取り巻く環境は、自動車の電動化、カーボンニュートラル、IT技術の進化、そして爆発的なAIの普及等、こ

れまで経験したことがないスピードで変化しています。また、それぞれの分野で国際的な競争が激化しており、各種

コストが高騰する中で、より良いものを需要環境に応じて柔軟に生産しお客様へ提供することが求められてきていま

す。このような環境の中で、当社グループが策定した中期経営計画に沿って以下の活動を実施してまいります。

①特殊鋼事業

a.本業での収益力強化

近年の原材料や人件費等の上昇により、当社では製造コストの上昇分を原価低減活動で吸収することが困難

になってきております。併せて、事業の継続的な成長のため、研究開発活動や人的資本への投資を続けながら

設備の維持更新も必要となります。また、半導体製造装置産業を中心とした慢性的な需要変動により理想的な

操業水準が予測困難な状況となっており、コストの固定費負担が大きくなっています。

自動車産業では生産台数が回復基調、かつ半導体製造装置産業では日本国内で半導体企業の進出が増えてい

る状況ですが、サプライチェーンの上流における特殊鋼の需要はまだ先行きが不透明です。既存商品に係る特

殊鋼の需要が低位な状況でも、当社は収益を確保するため、高付加価値商品を中心とした拡販活動を強化して

まいります。

 

b.ポートフォリオ改革

特殊鋼事業の売上高の約７割は自動車産業向けであり、その大部分はエンジンバルブ用耐熱鋼や燃料噴射装

置用電磁ステンレス鋼の特殊鋼鋼材並びに自動車燃料系統用途の精密加工商品が占めています。今後、これら

エンジン用商品の需要は縮小すると見込んでおりますが、その他の用途で需要がある電磁ステンレス鋼等の高

機能材料について、市場シェアの拡大を図ります。

また、現在当社グループの中で磁歪クラッド材や拡散接合技術の収益貢献はわずかではありますが、マーケ

ティングの結果潜在的な需要があることがわかりました。これらの商品や技術が将来の収益に貢献できるよ

う、個々の需要を捉えて事業成長を図ります。

 

c.研究開発活動

2024年度から2026年度の３年間は、毎期特殊鋼事業の売上高の2.5%を目標として研究開発活動に割り当てて

いきます。次世代モーター用素材の開発、及び磁歪クラッド材を用いた振動発電デバイスの開発を推進しま

す。

 

②不動産賃貸事業

　旧長町工場用地に建設した商業施設である「ザ・モール仙台長町」を中心とした不動産価値の最大化が課題で

す。インターネット通信販売の普及や人口減少により、実店舗での販売は減少傾向が見られますが、これからも

「安全・安心・快適」な施設作りとビルメンテナンスの提供を行い、集客力の維持・向上を図ります。また、地

域や近隣店舗との連携を強化し、仙台市長町エリアの活性化を目指します。

 

(4)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは、産業のグローバル化を背景に厳しい価格競争を強いられる事業環境のなか、さらなる経営基盤の

強化・持続的発展に向けた戦略投資に向けて積極的に資源配分しつつ、収益確保を目指しております。

EDINET提出書類

東北特殊鋼株式会社(E01245)

有価証券報告書

  9/107



　2026中期経営計画では、最終年度の2027年３月期において連結売上高260億円、連結営業利益23億円を目標として

おります。

 

 
実績 中期経営計画

2025年度 2024年度 2025年度 2026年度

連結売上高（億円） 209 230 250 260

連結営業利益（億円） 14 14 20 23

ROS（連結営業利益/連結売上高） 6.8% 6% 8% 9%

ROE（連結当期純利益/連結純資産） 4.4% 4% 5% 6%
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日時点において当社グループが判断したものであります。

 

＜サステナビリティ基本方針およびマテリアリティ＞

　私たちは、経営理念にある「需要家の要求する素材の研究開発、並びに製造と、総合エンジニアリングによる特色ある

商品の提供」とともに、東北特殊鋼グループ企業倫理憲章、環境方針に基づく公正かつ透明性の高い、地域に根差した事

業活動によって企業価値の向上を目指し続け、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

 

東北特殊鋼のマテリアリティ

マテリアリティ 課題

E
環境

事業活動を通じて、環境負荷の低減に貢献し、
環境価値を生む開発商品の提供

気候変動への取組み

環境課題解決に向けた製品開発と拡売

環境ガバナンスの強化

S
社会

人材多様化を促進し、心身共に健康的な職場環
境の提供と地域貢献

人権の尊重

労働災害の撲滅と健康経営の推進

ダイバーシティの推進と地域共生

G
ガバナンス

事業環境の変化に迅速に対応し、業務が適正か
つ効率的に執行されるためのガバナンス強化

コーポレート・ガバナンスの強化

リスクマネジメント・コンプライアンスの定着

高品質な製品の安定供給

 

（１）サステナビリティ

①ガバナンス

　当社は、代表取締役社長が委員長を務め、当社グループのサステナビリティに関する事項を統括し、ガバナンスおよ

び戦略、リスク管理の全社方針および施策、その指標及び目標の管理統括することなどを目的にサステナビリティ・リ

スクマネジメント委員会を設置しております。サステナビリティ、リスクマネジメント、コンプライアンスの各担当役

員のもと、サステナビリティに関連する委員会や分野別の検討会等と連携をとりながら、前述した「東北特殊鋼のマテ

リアリティ」への対応やESG（環境・社会・ガバナンス）施策の検討、各部工場のESG施策の指標及び目標の進捗管理を

行っており、その内容を取締役会へ報告しております。サステナビリティ推進の体制図は以下図のとおりであります。

 

　また、当社は地球環境を保全するべく、環境活動の指針となる「環境方針」のもと、ISO14001に基づいた環境マネジ

メントシステム（EMS）を構築し、事業と環境マネジメントサイクルを連動し、環境目標を設定し全従業員で環境活動

を展開しています。さらには、２か月に一回環境委員会を開催し、年1回のマネジメントレビューでは、それらの活動

内容を報告し、経営トップコミットメントによる環境経営を推進し、環境ガバナンスの強化を図っております。
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②戦略

　当社グループはこれまでの「中期経営計画（2021年度～2023年度）」で示した「開発機能会社への進化」を引き継い

だ「『開発機能会社』への前進と柔軟な事業の転進」をコンセプトとした新たな「2026中期経営計画（2024年度～2026

年度）」を定め、環境価値の優れた開発商品をお客様へ提供することで持続可能な社会と環境づくりに貢献していくこ

とを掲げました。

　マテリアリティに掲げた環境課題解決に向けた製品開発と拡売を推し進めるため、組織体制を見直しながら、その成

果と進捗を毎月の執行役員会で報告するとともに、取締役会においても報告しております。また、その他のマテリアリ

ティに対する取り組みについては、既存のサステナビリティに関連する委員会および分野別の検討会等で審議・報告す

るとともに、重要なサステナビリティ関連リスクについては、サステナビリティ・リスクマネジメント委員会で対応の

検討を進め、取締役会へ報告しております。

 

マテリアリティ 課題 主要な取り組み

E
環境

事業活動を通じ
て、環境負荷の低
減に貢献し、環境
価値を生む開発商
品の提供

気候変動への取組み カーボンニュートラル各活動の推進

環境課題解決に向けた製品
開発と拡売

軟磁性材料の開発・拡販
次世代モーター向け新素材開発
農業向け振動防虫機器開発
振動発電装置実用化

環境ガバナンスの強化
生産設備の環境負荷軽減
排水・漏えいリスクの低減

S
社会

人材多様化を促進
し、心身共に健康
的な職場環境の提
供と地域貢献

人権の尊重
人権尊重への各種取り組み（内部通報制度や行
動基準の実効性向上等）

労働災害の撲滅と健康経営
の推進

夏季・冬季環境対策
健康への取り組みの強化

ダイバーシティの推進と地
域共生

地域連携企画、SDGs活動
女性活躍風土の確立（施策、インフラ）

G
ガバナンス

事業環境の変化に
迅速に対応し、業
務が適正かつ効率
的に執行されるた
めのガバナンス強
化

コーポレート・ガバナンス
の強化

取締役会付議事項を含めた社内規程等の見直し
購買管理体制・運用の見直し

リスクマネジメント・コン
プライアンスの定着

ITセキュリティリスク低減推進
リスクアプローチに基づく内部監査

高品質な製品の安定供給
AI画像検査の開発
品質向上に向けたスキルの向上

 

③リスク管理

　当社は、サステナビリティ・リスクマネジメント規程を制定し、サステナビリティ・リスクマネジメント委員会を設

置し、サステナビリティを推進するとともに、倫理法令順守重視の経営を実践し、当社およびグループ内において近い

将来予想されるリスクおよび潜在的リスクを排除、防止するための審議および、突発危機発生による対外的影響を最小

限にするための対応策を協議しております。また、長期に会社の業績に大きな影響を与える重要課題について毎年更新

するリスクマップをベースに抽出し、サステナビリティ・リスクマネジメント委員会で課題解決の対応状況をモニタリ

ングし、取締役会へ報告しております。リスク管理の詳細は、［３.事業等のリスク］に記載のとおりであります。ま

た、特に気候変動等、環境に与える影響に対するリスク管理およびその対応については、環境委員会およびサステナビ

リティ・リスクマネジメント委員会で進捗を管理しております。

 

④指標及び目標

　当社は、気候変動への取り組みとして、2022年10月に「2030年 CO２削減30％（2013年比）」をCO2排出量削減の中長

期目標として設定いたしました。環境委員会およびサステナビリティ・リスクマネジメント委員会で進捗を管理、取締

役会で報告することで着実に推進し、持続的な社会の実現に貢献してまいります。

 

 CO2排出量削減の中長期目標

 2026年度 2029年度 2030年度

CO2排出量削減目標（ Scope1,2 ） 27% 29% 30%

（注）連結グループにおける記載が困難であるため、提出会社の目標を記載しております。
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（２）人材の多様性の確保、人材育成の方針及び社内環境整備の具体的な取り組み

①基本的な考え方

　当社グループの主要事業である「ものづくり」の源泉は「人的資産」であり、極めて重要な経営資本と認識しており

ます。異なる能力、経験、属性を反映した多様な視点や価値観をもった従業員が力を発揮し、活躍することが、当社グ

ループの持続的な成長に繋がるものと考えております。

 

②社内環境整備方針

当社では、人材多様化を促進するため、人事制度改革に取り組んでおり、2024年４月より新人事制度の運用を開始して

おります。

 

＜新人事制度のコンセプト＞

『2030ビジョン「迫りくる革新的モビリティ・エネルギー・デジタル社会 その激流に流されず、変化を御して高機能

材料を提供し続ける」に向けた風土改革を支え、維持し、必要な人材を育成、創出する制度構築』

1. 育成を重視し、人を育てる風土醸成

2. 社員が多様なキャリアを描ける制度

3. 社員にとって納得感の高い評価制度

4. 上司とメンバーのコミュニケーションを促す設計

 

＜目指す職場風土＞

「様々な価値観、属性、経験、スキルを持った社員が集まり、それらの社員が連携し、アイデアを出し合ってチー

ムとしてひとつの目標に向かって進んでいる」

 

＜人事フレーム＞

・各役職・等級における役割を明確化

・経験と知識をより活かすことのできるコース、勤務地に制約のある人材にも活躍するステージを提供するコース

を新たに設定

 

＜評価制度＞

・チャレンジ・協働を新たに評価項目に追加し、各役職・等級に求められるレベルを明示

・面談とフィードバックを仕組化

 

＜賃金制度＞

・評価が賃金により反映されるよう、役職・等級毎に再設計

・リーダーの役割（人を見て育てる）を明確化し、新たにリーダー賞与を設定

 

＜教育制度（継続検討中）＞

・各成長ステップにおける階層別教育、コース転換時に必要な教育プログラムを設計

 

③戦略と指標および目標

当社グループでは、時代の潮流に先んじた技術革新や社会課題の解決を図っていくうえで、「採用」、「育成」、「働

く環境の整備」の３点を重要な人事戦略上のポイントと捉え、取り組みを進めております。

 

＜採用＞

　人手不足に伴い、採用にかかわる工数、費用は増加傾向にありますが、新卒採用、中途採用共に次世代を担う、様々

なバックボーン、能力を持った人材の確保に注力しております。

　特に女性に関しての採用活動を強化しており、インフラ整備とともに男性中心であった鋼材部門の生産現場にも女性

を配属するとともに、女性総合職も増加させました。女性の活躍の舞台を拡大していくことで多様性を図りつつ、様々

な視点から職場の業務改善、新しいアイデアの創出に繋げることを企図しております。

指標及び目標
2030年度までに、全総合職のうち女性総合職の割合を10％（2026年3月31日時点　約21％）

2030年度までに、全技能職のうち女性技能職の割合を20％（2026年3月31日時点　約14％）

（注）連結グループにおける記載が困難であるため、提出会社の実績及び目標を記載しております。
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＜育成＞

　時代の潮流に先んじた技術革新や社会課題の解決に貢献する人材の育成を目指し、職場でのOJTだけでなく、能力、

人間力の向上を目指した階層別研修を行っております。また、これに加え、「博士号取得支援制度」を制定し、より専

門的な技術知識の習得と会社としての技術レベルの向上を図っております。現在では、当制度に基づき、２名の従業員

が大学院博士課程に在籍し、技術知識の習得と向上を目指しております。これらの施策を通じ、会社としての高度な技

術の確保と知的財産・資産の構築に繋げてまいります。

指標及び目標
2030年度までに当制度を利用した博士号取得者を6名（2026年3月31日時点　博士号取得者2

名）

（注）連結グループにおける記載が困難であるため、提出会社の実績及び目標を記載しております。

 

＜働く環境の整備＞

　当社グループは、事業活動のあらゆる場面において基本的人権を尊重し、人種、国籍、宗教、信条、性別、年齢、障

がい等に基づく不当な差別の一切を排します。様々なバックグラウンドを持った従業員がその能力を発揮することがで

きるような職場環境の実現を目指し、育児・介護に関する支援制度の整備（介護休暇・看護休暇を全て有給扱い等）、

男性育児休暇取得の促進、有給休暇取得の促進、女性従業員の活躍促進等の取り組みを進めております。

指標及び目標
2030年度までに男性育児休暇取得比率を40％（2025年度　約133％）

2030年度までに有給取得率を80％（2025年度　約72％）

（注）連結グループにおける記載が困難であるため、提出会社の実績及び目標を記載しております。
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３【事業等のリスク】

(1）当社のリスクマネジメント体制

当社はリスクマネジメント基本方針の中で、「リスクマネジメントおよびコンプライアンスが当社グループの持

続的な発展に不可欠なものであると認識し、リスクマネジメントおよびコンプライアンスを最重要課題の一つとし

て重視する経営を実践する」ことと定めております。この基本的な考え方のもと、代表取締役社長が委員長を務め

るサステナビリティ・リスクマネジメント委員会を設置しています。サステナビリティ担当役員、リスクマネジメ

ント担当役員およびコンプライアンス担当役員のもと、当社グループの持続的な発展の実現と社会の持続可能な発

展への貢献を目指して、社会の中で責任ある存在としての役割や企業活動、発生が予想されるリスクおよび潜在的

なリスクのマネジメントについて審議します。サステナビリティ・リスクマネジメント委員会で審議した内容、及

び個別リスクへの対応等については取締役会へ報告しております。

(2）リスクマネジメントプロセス

・リスクの総合的、統一的把握・評価

当社にとって不利な影響を与え得る事象をリスクと定義し、各事業部門でリスクを抽出します。サステナビリ

ティ・リスクマネジメント委員会では、抽出した各リスクを統合・分割した上で、当社グループへの影響度と発

生頻度を評価しリスクマップを作成します。その中で重点管理すべきリスクを個別リスクとして特定します。

・各個別リスクへの対応計画の決定と実行

サステナビリティ・リスクマネジメント委員会では、各個別リスクに対して主管部門（個別リスク主管部門）

を割り当てます。個別リスク主管部門は各個別リスクへの全社対応計画（発生抑制策、危機発生時の対応策、教

育・啓発等）を策定します。全社対応計画に従い、各事業部門では個別の対応計画を策定し実行します。

・活動のモニタリング

個別リスク主管部門は、各事業部門の活動をモニタリングし、その結果をサステナビリティ・リスクマネジメ

ント委員会へ報告します。サステナビリティ・リスクマネジメント委員会では報告の結果を受け、必要に応じて

個別リスク主管部門へ対応方針の見直しを指示します。
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(3）個別リスク

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告

書提出日現在において判断したものであります。

①収益性の維持 影響度：大 発生確率：大

○リスク

当社グループの特殊鋼事業では特殊鋼鋼材、特殊合金及び精密加工製品の製造販売、並びに熱処理加工の

受託加工を行っております。各商品の製造原価に占める割合が最も高いものは原材料で、鉄だけではなくクロ

ムやニッケル及びその他の希少元素が含まれており、これらの市況価格によって原材料価格が変動します。次

に割合が高いものは各生産工程において使用する電気とLPGによるエネルギー費用で、原油価格や為替変動に

よって変動します。このように、特殊鋼事業の製造原価の大部分が、市場の需給バランスや世界情勢の影響を

受けやすいものとなっております。

次に、特殊鋼事業では、お客様の要求に応え高品質・高機能な商品を安定供給するため、加工が難しい特

殊鋼の製造に特化した設備を一定の規模で揃える必要があります。併せて、当社は特殊鋼鋼材や特殊合金の金

属材料の製造販売を主な収益源としており、価値のある新しい機能材料を生み出し社会に供給し続けるため、

材料の開発活動を継続しなければなりません。よって、特殊鋼事業では、設備の減価償却費や研究開発費等の

固定費の負担割合が高くなっております。

近年は、コロナ禍を発端とした世界的なサプライチェーンの混乱、ロシアによるウクライナ侵攻の長期

化、及び中東情勢の悪化等、原材料や電力費用等の製造コストが高騰する可能性が高まってきています。ま

た、米国の関税政策による自動車生産の変動を受け、特殊鋼需要は不安定な状況となっています。特殊鋼事業

の売上減少により、減価償却費や研究開発費等の固定費が回収できない場合、当社グループの業績に重要な影

響を及ぼします。

○対応

当社グループでは、原材料や電力等の製造コストの高騰について、お客様に丁寧な説明を行い、適正に販

売価格に反映できるよう値上げ活動を実施していきます。しかしながら、高騰した製造コストを全て販売価格

に反映することは困難であることから、高付加価値商品を中心とした拡販活動を強化してまいります。特に、

過年度までに投資を実行した真空誘導溶解炉や磁気焼鈍炉を最大限活用し、電磁ステンレス鋼などの高機能材

料を拡販していきます。これまで取り組んできた企業風土改革やDX推進活動をさらに進め、DXによって生まれ

た人的リソースを柔軟に値上げ活動や拡販活動の営業活動に投入していきます。

 

②エンジン用商品市場の縮小 影響度：大 発生確率：大

○リスク

特殊鋼事業の主要な需要先である自動車産業では電動化が進み、エンジン用商品の市場は縮小すると見込

んでおります。当社グループの売上高の約７割は自動車産業向けであり、その大部分をエンジンバルブ用耐熱

鋼や燃料噴射装置用電磁ステンレス鋼の特殊鋼鋼材並びに自動車燃料系統用途の精密加工製品が占めていま

す。エンジン搭載車の販売台数が減少する等した場合、当社グループの業績に重要な影響を及ぼします。

○対応

当社グループは、これまでバッテリー式電気自動車（BEV）を含めた次世代自動車向けの需要探索をしてき

ました。その中で電磁ステンレス鋼は、エンジン廃熱が利用できないBEVのエアコン用途として需要があるこ

とが判明しました。今後も関連する部品メーカーと情報を共有し、当社商品の需要補足を図ります。

次に、水素等の新エネルギーに関して、当社商品の燃料電池自動車や水素燃料自動車の燃料系統の材料と

しての需要も見えてきました。水素やアンモニア環境下での材料特性を調査し、顧客に対して当社商品の優位

性を訴求してまいります。

自動車産業以外では、半導体製造装置等の新しい分野での需要の創出、新規用途の拡大を目指した取り組

みも進めてまいります。今後のシリコンサイクルの回復による受注拡大の機会を逃さないよう、在庫の適正管

理及び社内の生産能力の検証を実施します。併せて、既存商品以外についても半導体製造装置での用途調査を

行い、拡販アイテムや顧客の選定を進めてまいります。

上記の他にも、錆びにくい電磁石である電磁ステンレス鋼等の電磁材料は電動化社会の中で利用領域が広

がると見込んでおります。

これらの市場環境を踏まえ、戦略製品拡販ＷＧを立上げ、商品ポートフォリオ改革、戦略製品の拡販強

化、新たなビジネス獲得へ向けた活動を推進してまいります。
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③重要設備トラブル 影響度：大 発生確率：中

○リスク

当社の本社工場は1990年に現在の宮城県村田町に移転し、35年以上が経過しております。これまでも定期

的な設備修繕や更新を実施してきましたが、大型の工場インフラや設備では老朽化が進み、生産活動の停止や

有害物質の漏洩等の可能性があります。

工場インフラや主要な設備で故障が発生した場合、生産停止の長期化による売上高の減少と修繕費用の増

加により当社業績に影響を及ぼします。また、当社の製造工程には酸洗処理や有機溶剤での洗浄処理がありま

すが、これら工程の設備では老朽化により薬液槽から薬液漏洩の重要設備トラブルの可能性があり、漏洩した

場合には薬液除去費用が発生します。

○対応

当社グループの工場保全活動では、法定点検だけではなく独自の課題抽出と補修計画の策定により、不具

合の早期発見と重大な設備故障や事故の防止に努めております。大型の工場インフラと主要設備については、

個別に保全スケジュールを策定し、計画的な修繕・更新を実施してまいります。

長期の工場停止に対しては、設備稼働中のトラブル予兆を適時に検知できるよう、従業員向けの点検、異

常検知、簡易復旧の各手法の教育を進めてまいります。

生産活動の停止を伴う大規模な修繕や更新については、生産調整や外注加工を活用し商品出荷への影響を

最小限に抑えるよう努めております。

また、故障診断や消耗品の劣化検知のためのIoT化並びに重要な消耗品管理のデジタル化等を積極的に進

め、管理の効率化、省力化を図りトラブルの早期発見に努めてまいります。

 

④客先への不正データ提出 影響度：大 発生確率：中

○リスク

当社では品質マネジメントシステムを導入しております。その中で、お客様と商品の仕様について取り決

め、その仕様に合致するよう品質検査を行うことになっております。原則、品質検査に合格した商品のみをお

客様へ納入しております。品質検査の結果は検査証明書としてお客様へ商品納入時に発行しております。品質

検査の合否については当社基幹システム内で判定されており、不合格品は出荷できないよう制限されていま

す。なお、不合格の内容によってはお客様の承認を得た場合のみ出荷制限が解除可能となっておりますが、出

荷制限の解除には独立した品質管理部門の承認を必要としております。しかし、一般的に組織的な不正を完全

に防止することは困難であり、お客様へ不正データを提出する可能性があります。

品質結果の合否は基幹システムで判定することになっておりますが、その基となる情報は各種分析・検査

装置で作成したものとなります。すべての装置について、基幹システムとのデータ連携を構築していないた

め、一部の情報は手入力で行っております。そのため、誤入力の恐れがあり、結果的にお客様へ不正データを

提出する可能性があります。

お客様へ不正データを提出してしまった場合、商品の返品、交換、損害賠償請求等の費用が発生し業績に

重要な影響を及ぼします。また、対象の商品が市場へ流出し重大な事故が発生した場合は、当社グループの信

用力低下や取引量減少及び売上高減少の影響があります。

○対応

当社では基幹システムで商品品質の合否判定の後、品質管理担当者による検査証明書のダブルチェックを

実施しており、誤入力した情報の外部流出を防いでおります。

品質マネジメントシステムは毎期外部の認証機関による外部監査を実施しております。外部監査では、品

質検査で不合格となった商品の出荷手続も含めて品質マネジメントシステム全体の各種手続に不正がないこと

を確認しております。

 

⑤客先からの重大品質クレーム 影響度：大 発生確率：中

○リスク

当社グループでは、徹底した品質検査・保証管理体制を構築し、安定した品質の維持に努めております。

しかしながら、すべての商品に不良がなく、製造物責任賠償が発生しないという保証はないことから、予期せ

ぬ事情により品質不適合品がお客様へ納入される可能性があります。その場合、商品の返品、交換、損害賠償

請求等の費用が発生し業績に重要な影響を及ぼします。

○対応

当社グループでは商品の品質リスクを排除し、お客様のニーズにお応えするため、製造部門において定期

的に品質検討会を開催し、顧客ニーズや品質課題に関する情報の共有、課題に対する対処を行っております。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

　⑴経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度における世界経済は、地政学的リスクの高まりと通商摩擦の顕在化により不透明感が増しておりま

す。わが国経済は、主要企業における賃上げにより名目賃金が上昇しましたが、インフレーションや円安による物価

高騰で実質賃金は減少しており、個人消費を中心に内需は停滞しております。

　特殊鋼業界の主要な需要先である自動車産業においては、部品メーカーの在庫調整が部分的に進展し、需要回復の

兆しが見えてきました。しかしながら、半導体製造装置産業においては在庫調整局面が長引き、特殊鋼の需要は当初

の計画を下回りました。

　このような環境の中、当連結会計年度における財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,332百万円増加し、36,363百万円となりまし

た。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ787百万円増加し、6,898百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,544百万円増加し、29,465百万円となりました。

 

ｂ．経営成績

　当連結会計年度における売上高は前連結会計年度比246百万円減の20,931百万円となりました。経常利益は前連

結会計年度比237百万円増の1,610百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度比267百万円増の

1,275百万円となりました。

 

　　　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

○特殊鋼事業

　売上高は前連結会計年度比306百万円減の18,515百万円、セグメント利益（営業利益）は132百万円増の320百万

円となりました。

○不動産賃貸事業

　売上高は前連結会計年度比59百万円増の2,415百万円、セグメント利益（営業利益）は36百万円増の1,098百万円

となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ2,255百万円

増加し、10,609百万円となりました。

　 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金収支は、2,371百万円の増加（前連結会計年度は2,131百万円の増

加）となりました。これは、税金等調整前当期純利益1,713百万円に、プラス要因として、減価償却費920百万

円、利息及び配当金の受取額98百万円、マイナス要因として、法人税等の支払額205百万円、未払消費税等の減

少額170百万円等を調整した結果によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動による資金収支は、108百万円の増加（前連結会計年度は589百万円の減少）

となりました。これは、プラス要因として、有価証券の償還による収入350百万円、投資有価証券の売却による

収入307百万円、マイナス要因として、投資有価証券の取得による支出293百万円、有形固定資産の取得による支

出289百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金収支は、270百万円の減少（前連結会計年度は485百万円の減少）

となりました。これは、配当金の支払額259百万円等によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績
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　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

特殊鋼事業 18,235,614 101.3

不動産賃貸事業 － －

　（注）金額は、販売価額により算出しております。

 

ｂ．受注実績

　当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

特殊鋼事業 19,675,001 106.1 5,276,268 128.2

不動産賃貸事業 － － － －

　（注）金額は、販売価額により算出しております。

 

ｃ．販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

特殊鋼事業 18,515,491 98.4

不動産賃貸事業 2,415,788 102.5

合計 20,931,280 98.8

 

　（注）主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱ＮＩＴＴＡＮ 2,256,187 10.7 2,203,644 10.5

㈱西友 2,140,560 10.1 2,173,516 10.4

愛三工業㈱ 1,535,385 7.2 1,650,886 7.9

佐久間特殊鋼㈱ 1,612,227 7.6 1,564,006 7.5

大同特殊鋼㈱ 1,662,591 7.9 1,274,206 6.1
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　⑵経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」

に記載のとおりであります。

　なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績等

1）財政状態

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は19,320百万円（前連結会計年度末17,413百万円）となり、1,907百

万円の増加となりました。主な要因は以下のとおりであります。

・合同運用指定金銭信託を取得したこと等により有価証券が3,050百万円増加しております。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は17,043百万円（前連結会計年度末16,618百万円）となり、425百万

円の増加となりました。主な要因は以下のとおりであります。

・時価上昇等により投資有価証券が586百万円増加しております。

・特別高圧受変電設備の更新等によりリース資産(有形固定資産その他)が267百万円増加しております。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は4,296百万円（前連結会計年度末3,955百万円）となり、341百万円

の増加となりました。主な要因は以下のとおりであります。

・課税所得の増加等により未払法人税等が209百万円増加しております。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は2,601百万円（前連結会計年度末2,155百万円）となり、446百万円

の増加となりました。主な要因は以下のとおりであります。

・特別高圧受変電設備の更新等により長期リース債務（固定負債その他）が279百万円増加しております。

（純資産の部）

　当連結会計年度末における純資産の残高は29,465百万円（前連結会計年度末27,920百万円）となり、1,544百万

円の増加となりました。主な要因は以下のとおりであります。

・親会社株主に帰属する当期純利益等により利益剰余金が1,015百万円増加しております。

　当社グループは、持続的発展を図るためには安定した財務基盤が必要であると考えており、今後も積極的に戦略

投資を行いつつも、安定した財務基盤の維持に努めてまいります。

 

2）経営成績

　当連結会計年度における売上高は20,931百万円（前連結会計年度21,178百万円）であり、246百万円の減少とな

りました。また、営業利益は1,418百万円（前連結会計年度1,249百万円）で168百万円の増加、経常利益は1,610百

万円（前連結会計年度1,372百万円）で237百万円の増加、親会社株主に帰属する当期純利益は1,275百万円（前連

結会計年度1,008百万円）で267百万円の増加となりました。

　当社グループの特殊鋼事業につきましては、自動車向けの特殊合金や海外向け耐熱鋼の販売量が減少したこと

で、売上高は前年実績を下回りました。その一方で、ITインフラの更新や研究開発活動などの将来成長に向けた投

資を積極的に進めながら原価低減活動を推進することで、利益面では前年実績上回り、減収増益となりました。不

動産賃貸事業につきましては、商業施設における店舗入れ替えに伴う改装工事の増加等により売上高と利益は前年

実績を上回り、増収増益となりました。

 

b．経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは2024年に「2026中期経営計画」を策定し公表しました。当計画の２年度目である当連結会計年度

は、売上高250億円、営業利益20億円、ROS（売上高営業利益率）8%、ROE（自己資本利益率）5%の目標を掲げまし

たが、売上高209億円、営業利益14億円、ROS 6.8%、ROE 4.4%の実績となりました。

　不動産賃貸事業は安定した売上高を計上し、当社グループの利益に貢献しました。一方、特殊鋼事業において

は、国内自動車産業向けおよび半導体製造装置産業向けで需要回復の兆しが見られたものの、地政学的リスクの高

まりや通商摩擦の顕在化により不安定な事業環境が継続しました。このような中、当連結会計年度においては、特

殊鋼事業の販売量減少により売上高は減少し、結果として売上高、営業利益、ROSおよびROEのいずれも目標を達成

することができませんでした。

 

c．セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

○特殊鋼事業
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　売上高は、半導体製造装置向けの特殊鋼鋼材が在庫調整により出荷量が減少したことで、前連結会計年度比306百

万円減の18,515百万円となりました。

　セグメント利益（営業利益）は、販売価格の値上げや原価低減活動を推進してきたことで、前連結会計年度比132

百万円増の320百万円となりました。

　セグメント資産は、前連結会計年度末に比べ80百万円減少の15,636百万円となりました。

○不動産賃貸事業

　売上高は、商業施設の警備サービスや清掃サービスの値上げにより前連結会計年度比59百万円増の2,415百万円と

なりました。

　セグメント利益（営業利益）は、商業施設の修繕工事減少や長期修繕計画の見直しに伴う修繕引当金の戻し入れ等

により前連結会計年度比36百万円増の1,098百万円となりました。

　セグメント資産は、有価証券の増加等により前連結会計年度末に比べ778百万円増加の12,808百万円となりまし

た。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループは、不動産賃貸事業が毎期安定的な利益を上げており、営業キャッシュ・フローが継続してプラス

となっております。投資活動によるキャッシュ・フローは、特殊鋼事業への合理化投資及び戦略投資等により継続

してマイナス傾向となっておりましたが、当連結会計年度においては投資有価証券の取得額の減少等により資金流

出が抑制されプラスとなっております。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、その大半が配当金の支払い

であります。当社グループは、今後も収益拡大につとめ、営業キャッシュ・フローの最大化を図ってまいります。

　当社グループの資金需要のうち主なものは、生産活動に必要な運転資金（材料、外注費及び人件費等）、販売費

及び一般管理費等の営業費用、設備の増強、更新及び改造のための設備投資資金、新製品・新技術開発のための研

究開発費であります。当社グループは、これらの資金需要に対して、まず営業キャッシュ・フローで獲得した資金

を投入し、不足分については、銀行借入（当座借越）により資金を調達することとしております。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成さ

れています。この連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度における財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に影響を与えるような見積り、予測を必要としております。当社グループの会計方針のうち、

見積り等の重要性が高いものは以下のとおりであります。

a．固定資産の減損損失

　当社グループは、固定資産の減損会計の適用に際して、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位でグ

ルーピングし、各グループの単位で将来キャッシュ・フローを見積っております。将来キャッシュ・フローが帳

簿価額を下回った場合、回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。将来この回収可能価額が減少した場

合、減損損失が発生し、損益に影響を与える可能性があります。

b．繰延税金資産の回収可能性の評価

　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して、将来の課税所得を合理的に見積っておりま

す。しかし、繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積額が減少した場合

は繰延税金資産が減額され税金費用を計上する可能性があります。

 

　当社グループは、これらについては過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見

積り、予測を行っております。
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５【重要な契約等】

　当社グループは、㈱西友と旧長町工場用地の再開発事業に関し、基本協定を締結しております。

　なお、連結子会社東特エステートサービス㈱は、商業施設として建設したショッピングセンターに関して以下のと

おり㈱西友と賃貸借契約を締結しております。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約締結日 契約期間

東特エステート

サービス㈱

（連結子会社）

㈱西友 日本
ショッピングセンターに

関する賃貸借契約
2016年12月27日

2017年６月１日から

2037年５月31日まで

 

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発活動は、東北大学とその附置研究所をはじめ、全国の国公立研究機関並びにユーザーとの

密接な協力体制の下に推進しております。

　当連結会計年度における研究開発活動をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

(1）特殊鋼事業

　持続可能な社会の実現に向けたカーボンニュートラルへの取り組みは、各国の政策動向や地政学的リスクの影響に

より短期的には変動が見られるものの、中長期的には不可逆的な潮流となっております。特に当社の主力分野である

自動車関連産業においては、電動化に加え、水素、燃料電池、合成燃料等の多様な動力源の併存が想定されており、

従来以上に幅広い技術対応力が求められております。このような環境のもと、当社はEV向け製品のみならず、非自動

車分野を含めた新規用途の開拓および高付加価値製品の創出を推進しております。

　また、エネルギー分野においては、生成AIやデータセンターの拡大に伴う電力需要の増加や、再生可能エネル

ギー・グリーンエネルギー分野の成長を背景に、多様なエネルギー源を前提とした柔軟な供給体制の構築が進んでお

ります。さらに、世界的なサプライチェーンの再編や地政学リスクの高まりを受け、原材料調達および生産体制の最

適化が重要な経営課題となっております。

　当社は、こうした事業環境の変化に対応するため、これまで培ってきた磁性機能材料、特殊合金、複合加工プロセ

ス等のコア技術を基盤としつつ、研究開発領域の拡張と製品ポートフォリオの変革に取り組んでおります。具体的に

は、次世代自動車関連機器、半導体製造装置、各種産業機器、水素・アンモニア等の新エネルギーキャリア向け機器

に使用される電磁ステンレス鋼に加え、環境課題に対応する非鉛快削鋼の開発にも取り組んでおり、製品構成、品質

管理、生産体制の最適化を通じて競争力の強化に努めております。

　2022年度より参画している国家プロジェクト「グリーンイノベーション基金事業」では、電動車向けモーターの効

率向上に貢献する材料および関連技術の開発において一定の成果を上げており、知的財産の戦略的活用を通じて競争

優位性の確立を目指しております。

　また、当社独自の熱処理加工、表面改質、熱拡散接合、部品加工などを組み合わせた複合加工プロセスでは、社外

サプライチェーンとの連携を強化し、半導体・エネルギー分野の変化に迅速かつ柔軟に対応した新技術の開発を推進

しております。とりわけ、拡散接合を中核とした積層造形技術を活用し、電機電子機器、各種熱マネジメント装置、

精密フィルター、再生可能エネルギー関連機器などに向けたソリューションの提供にも注力しております。

　なお、拡散接合は材料の高機能化を実現するプロセスでもあり、ステンレス、チタン、ニッケル、銅、アルミなど

の異種材料の接合により、お客様の新たな機能開発ニーズに応えるとともに、当社独自の異種金属接合による新材料

の開発も進めております。東北大学との共同開発による異種磁性材料を接合した磁歪クラッド材は、国立および公的

研究機関との連携のもと、病害の発生抑制に資する加振装置に応用されており、施設園芸分野における無農薬・減農

薬の持続可能な農業への貢献が期待されています。さらに、エネルギーハーベスティング用途の発電素子としての活

用も期待されています。

　これらの取り組みにより、当社は事業環境の変化に柔軟に対応しつつ、顧客とのパートナーシップの深化および持

続可能な社会への貢献を図るとともに、企業価値の最大化を目指してまいります。

 

　当連結会計年度における研究開発費は480,641千円であります。

(2）不動産賃貸事業

　研究開発活動は行っておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、当社グループ（当社および連結子会社）が実施した設備投資の総額は842,952千円であ

ります。

　セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

　　特殊鋼事業………… 540,520千円であり、主なものは当社特殊鋼鋼材設備・精密加工設備・熱処理加工設備の増

強、更新および能力向上のための改造であります。

　　不動産賃貸事業…… 302,432千円であり、主なものは商業施設の空調設備更新工事によるものであります。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

2026年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（名）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

本社・本社工場

（宮城県柴田郡村田町）(注)１
特殊鋼事業 生産設備等 485,476 2,551,128

1,210,000

(91,371)
423,199 4,669,804

337

(17)

土浦工場

（茨城県土浦市）
特殊鋼事業 生産設備等 30,940 848

109,170

(4,500)
58 141,016

14

(2)

賃貸用不動産

（仙台市太白区）

不動産賃貸

事業
土地等 2,520 －

852,206

(8,309)
－ 854,726

－

(－)

 

(2）国内子会社

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（名）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置及
び運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

東特エステート

サービス㈱

本社及び貸店舗等

（仙台市太白区）

(注)２

不動産賃貸

事業

賃貸及びメン

テナンス設備

等

3,026,421 0
3,694

(54,915)
15,206 3,045,322

57

(10)

 

(3）在外子会社

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（名）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置及
び運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

TOHOKU

Manufacturing

(Thailand)

Co.,Ltd.

本社・本社工場

（タイ王国

　チョンブリ県）

特殊鋼事業 生産設備等 229,533 259,806
141,726

(19,441)
135,497 766,563

103

(－)

TOHOKU STEEL

INDIA PRIVATE

LIMITED

本社・本社工場

（インド共和国

　アーンドラ・プ

ラデシュ州）

(注)３

特殊鋼事業 工場建屋等 31,254 31,903 － 21,020 84,178
33

(－)

（注）１．提出会社の本社工場および本社の土地は、東特エステートサービス㈱から賃借しております。

２．東特エステートサービス㈱の本社および貸店舗等の土地は、提出会社から賃借しております。

３．TOHOKU STEEL INDIA PRIVATE LIMITEDの本社工場および本社の土地はすべて借地であり、面積は24,281㎡

　　であります。

４．現在休止中の主要な設備はありません。

５．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、リース資産、ならびに建設仮勘定等の合計でありま

す。

６．従業員数の（　）は、臨時従業員数（年間平均雇用人員）を外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等
 
　　経常的な設備の更新のための新設等を除き、重要な設備の新設等の計画はありません。

(2）重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,200,000

計 30,200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年６月30日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 7,550,000 7,550,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100

株であります。

計 7,550,000 7,550,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

1991年11月１日 1,500,000 7,550,000 525,000 827,500 525,000 560,772

　　（注）有償第三者割当

発行価格　　700円

資本組入額　350円
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（５）【所有者別状況】

       2026年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 5 15 29 18 2 616 685 －

所有株式数

（単元）
－ 5,561 778 44,861 1,146 2 23,111 75,459 4,100

所有株式数の

割合（％）
－ 7.37 1.03 59.45 1.52 0.00 30.63 100.00 －

　（注）自己株式122,241株は、「個人その他」に1,222単元及び「単元未満株式の状況」に41株を含めて記載しておりま

す。

（６）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大同特殊鋼株式会社 名古屋市東区東桜一丁目１番10号 2,549 34.32

岡谷鋼機株式会社 名古屋市中区栄二丁目４番18号 752 10.12

東京窯業株式会社 東京都港区港南二丁目11番１号 631 8.50

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 488 6.57

UH Partners 3投資事業有限責任組合 東京都豊島区南池袋二丁目９番９号 476 6.42

UH Partners 2投資事業有限責任組合 東京都豊島区南池袋二丁目９番９号 474 6.39

株式会社七十七銀行

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

仙台市青葉区中央三丁目３番20号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
300 4.05

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
200 2.69

芝本産業株式会社 東京都中央区湊一丁目１番12号 173 2.34

エスアイエル投資事業有限責任組合 東京都豊島区南池袋二丁目９番９号 120 1.62

計 － 6,165 83.01
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 122,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,423,700 74,237 －

単元未満株式 普通株式 4,100 － －

発行済株式総数  7,550,000 － －

総株主の議決権  － 74,237 －

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東北特殊鋼株式会社

仙台市太白区長町

七丁目20番１号
122,200 － 122,200 1.62

計 － 122,200 － 122,200 1.62

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　　該当事項はありません。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 122,241 － 122,241 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、2026年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、将来の事業展開と経営体質の強化に向

けた適正な内部留保とのバランスを考慮しながら、業績に裏打ちされた利益配分を行うことを基本方針としており

ます。

　なお、当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項に規定する中間配当をする

ことができる旨および会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当を行うことが

できる旨をそれぞれ定款に定めております。また、配当の回数については中間期と期末の２回を基本とし、取締役

会の決議で中間配当を、株主総会の決議で期末配当を行っております。

　当期の配当につきましては、５月15日に公表いたしました「その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による

当社株式に対する公開買付けに関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知らせ」及び「2026年３月期配当予想の修

正（無配）に関するお知らせ」の通り、同日開催の取締役会において、本公開買付けが成立することを条件に、

2026年３月期の期末配当予想を修正し、2026年３月期の期末配当を行わないことを決議いたしました。

 

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2025年10月30日
111,416 15.00

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としま

す。その実現に向け、株主の皆様をはじめとしたステークホルダーの皆様のご期待に応え、経営の迅速化と透明

性を向上し、企業統治と内部統制システムを充実させ、業務が適正かつ効率的に執行されるための取組みを行っ

ております。

　また当社グループは、法令、国際ルールおよびその精神を遵守するとともに社会的良識を持って行動すること

を宣言する「東北特殊鋼グループ企業倫理憲章」を制定し、経営理念およびスローガン「革新技術で、未来を創

る」を実現するため、以下の10原則を遵守し社会的良識をもって行動することとしています。さらに、当社グ

ループの経営者をはじめすべての従業員の具体的な行動指針として、「東北特殊鋼グループ行動基準」を策定

し、社会に開かれた企業としての基盤の整備に努めております。

 

〈経営理念〉

　我が社は、創立の精神「東北大学の指導により高級特殊鋼を製造し、産業界に貢献する」を基に、需要家の

要求する素材の研究開発、並びに製造と、総合エンジニアリングによる特色ある商品の提供によって、企業の

永続的発展をはかる。

　このため我々は、創造性を求めて挑戦する積極性と変化に迅速に対応する柔軟性を持たなければならない。

 

〈東北特殊鋼グループ企業倫理憲章〉

　当社グループは、次の10原則に基づき、国の内外を問わず、全ての法律、国際ルールおよびその精神を遵守

するとともに、社会的良識をもって行動します。

１．顧客、社会に信頼され、満足される「技術・サービス・品質」を通じ、持続可能な経済成長と社会的課題

の解決を図る。

２．公正、透明、自由な競争と適正な取引、責任ある調達を行う。また、政治、行政との健全かつ正常な関係

を保つ。

３．企業情報の積極的かつ公正な開示に加え、幅広いステークホルダーとの建設的な対話を行い、企業価値の

向上を図る。

４．すべての人々の人権を尊重する経営を行う。

５．顧客に対して、商品・サービスに関する適切な情報提供、誠実なコミュニケ―ションを行い、満足と信頼

を獲得する。

６．社員の多様性、人格、個性を尊重するとともに、安全と健康に配慮した働きがいのある職場環境を整備

し、ゆとりと豊かさを実現する。

７．環境問題は、人類共通の課題であり、企業の存在と活動に必須の要件として、主体的に行動する。

８．良き企業市民として、企業倫理・法令遵守による企業活動を行う。また、個人情報・顧客情報保護に留意

する。国際的な事業活動においては、各種の国際規範、現地の文化・慣習を尊重し、その発展に貢献する

経営を行う。

９．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決し、関係を遮断する。

また、テロ、サイバー攻撃、自然災害等に備え、組織的な危機管理を徹底する。

10．経営トップは、本憲章の精神の実現のため、率先垂範して実効あるガバナンスを構築し、社内、グループ

企業に周知徹底を図る。あわせてサプライチェーンにもこれを促す。本憲章に反する事態が発生した時に

は、自ら問題解決に当たり、迅速かつ的確な情報公開を行い、再発防止に努め、厳正な処分を行う。

 

 

EDINET提出書類

東北特殊鋼株式会社(E01245)

有価証券報告書

 29/107



②企業統治の体制の概要および当該体制を採用する理由

　当社の企業規模などを考慮し、監査役会設置会社の形態が最適であると判断しており、社外監査役２名を含む

監査役会で取締役の業務執行の監督機能向上を図っております。

　取締役会は、社外取締役２名を含む７名で構成され、経営の方針、法令または定款で定められた事項をはじ

め、経営方針や事業計画、投資計画、子会社の設立・出資など、「取締役会規程」に定めた経営に関わる重要事

項の意思決定を行うとともに業務執行状況を監視・監督しております。当事業年度において、取締役会は定例取

締役会を９回開催し、経営の基本方針その他重要事項を決定しました。

　また、当社では取締役会の意思決定および監督強化ならびに経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な体制

を構築し、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を目的とし、2021年６月より執行役員制度を導入しておりま

す。業務執行については取締役会以外に経営会議および執行役員会の任意の会議体を設置し、経営全般や重要案

件に関して方針審議、意思疎通を行っております。

　監査役会については、「（３）監査の状況　①監査役監査の状況」に記載しております。

 

　本有価証券報告書提出日時点における取締役会の構成員は次のとおりであり、議長は代表取締役社長が務めて

おります。

役職名 氏名

代表取締役社長 成瀬　真司

取締役 江幡　貴司

取締役 尾形　　仁

取締役 板橋　弘昭

取締役 木村　利光

社外取締役 牛込　　進

社外取締役 羽山　暁子

 

③企業統治に関するその他の事項

　当社グループでは、リスクマネジメントおよびコンプライアンス重視の経営を実践し、取締役および使用人の

職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、「東北特殊鋼グループ企業倫理憲章」および「東

北特殊鋼グループ行動基準」を制定し、すべての取締役および使用人に配布しております。

　取締役会はサステナビリティ担当役員、リスクマネジメント担当役員およびコンプライアンス担当役員を選任

し、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ・リスクマネジメント委員会」において、当社グループ

の持続的な発展を実現し、社会の持続可能な発展に貢献するため、社会の中で責任ある存在としての役割および

企業活動について審議するとともに、当社グループのサステナビリティに関する事項を統括し、発生が予想され

るリスクおよび潜在的なリスクのマネジメントを審議し、サステナビリティに関連する委員会や分野別の検討会

等と連携をとりながら、その内容を取締役会に報告しております。また、同委員会では突発危機発生時に対外的

影響を最小限にするための対応策を協議しております。

　また、当社は品質マネジメントを維持・向上させるための「品質検討会」、環境負荷低減を果たすための「環

境委員会」および使用人の災害防止と健康管理増進のための「安全衛生委員会」を定期的に開催しております。

　さらに、企業経営および日常の業務に関しては、必要に応じて、顧問弁護士や外部有識者から経営判断上の参

考とするためのアドバイスを受けられる体制を採っております。

 

　本有価証券報告書提出日時点における各種担当役員は次のとおりであります。

担当 役職名 氏名

品質担当役員 執行役員 古瀬　泰輔

環境担当役員、コンプライアンス担当役員、

リスクマネジメント担当役員
取締役 板橋　弘昭

サステナビリティ担当役員 取締役 木村　利光
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　当社では経営重要事項等については代表取締役社長、取締役、常勤監査役、執行役員と関係者が出席する経営

会議で審議を行い、「取締役会規程」にて定めた事項については取締役会に上程しております。また、代表取締

役社長、取締役、常勤監査役、執行役員と関係者が出席する執行役員会で、執行役員に対し取締役会決議事項を

報告し、執行役員は業務執行状況を報告しております。また、代表取締役社長はCRM部を直轄し、CRM部は指示に

基づき業務執行状況の内部監査を実施し、代表取締役社長に報告しております。

 

　当社の子会社の業務の適正を確保するため、当社の取締役または執行役員、重要な使用人が子会社の代表取締

役社長を兼任し、また担当取締役および重要な使用人は子会社の非常勤取締役に就任し、子会社を監視・監督し

ております。また、当社は子会社の業務執行状況を「関係会社管理規程」に従って統括管理しております。ま

た、子会社における経営重要事項等については経営会議で審議を行い、業務執行状況については担当執行役員よ

り執行役員会にて報告し、監視・監督体制を強化しております。

 

④社外取締役および監査役との責任限定契約

　当社は、業務執行取締役等でない取締役および監査役全員が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法

第427条第１項および当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており

ます。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行につい

て善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑤役員等との間で締結している補償契約の内容の概要

　当社は、各取締役ならびに各監査役との間で、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結してお

り、同項第１号の費用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしておりま

す。

　ただし、当該補償契約によって会社役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、補償の要否お

よび範囲等の判断は、原則として社外取締役または外部の弁護士その他の専門家によって構成される補償委員会

における審議および承認を要件としております。また、役員等が不正な利益を図り、また会社に損害を加える目

的で職務を執行したものであったことが判明した場合、情報提供、報告を怠ったまたは遅延した場合、その職務

を行うにつき悪意または重過失があったことにより損害賠償を請求された場合には、補償の対象としないことと

しております。

 

⑥役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、保険会社との間で当社の取締役、監査役および執行役員を被保険者とする会社法第430条の３第１項

に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者に対して保険期間中にそ

の職務の執行に関する責任の追及に係る請求等がなされた場合に、当該被保険者が負担することになる法律上の

損害賠償責任に基づく損害を補償することとしております。

　ただし、当該被保険者による故意の不正行為または詐欺行為に基づき発生した損害等については、当該保険に

より填補の対象としないこととしております。また、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにする

ための措置として、填補する額について限度額を設けております。

　なお、保険料は当社が全額を負担しております。

 

⑦取締役の定数

　当社の取締役の員数は、９名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑧取締役の選任

　取締役は、株主総会において選任する旨および取締役の選任決議は議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、

取締役の選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めております。

 

⑨自己の株式の取得

　当社は、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自

己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 

⑩中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。
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⑪取締役会決議による剰余金の配当等を可能にする定款の定め

　当社は、機動的な資本政策および配当政策を図るため、会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当

等を取締役会決議により行うことを可能とする旨を定款で定めております。

 

⑫取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を９回開催しており、個々の出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 成瀬　真司 ９ ９

取締役 江幡　貴司 ９ ９

取締役 尾形　　仁 ９ ９

取締役 板橋　弘昭 ９ ９

取締役 木村　利光 ９ ９

社外取締役 牛込　　進 ９ ７

社外取締役 羽山　暁子 ９ ９

常勤監査役 藤井　利光 ９ ９

社外監査役 氏家　照彦 ９ ９

社外監査役 伊藤　愼悟 ２ ２

社外監査役 松﨑　慎治 ７ ７

（注）１．社外監査役伊藤愼悟氏は2025年６月23日開催の第126期定時株主総会において辞任し、辞任する前の

出席状況を記載しております。

２．社外監査役松﨑慎治氏は2025年６月23日開催の第126期定時株主総会にて選任されて以降の当事業年

度における出席状況を記載しております。

 

　取締役会における具体的な検討内容として、中長期で掲げる目標達成に向けた経営計画の策定およびその施

策を推進するための組織改編、当社グループ全体のコンプライアンス体制の強化、コーポレート・ガバナンス

に関する事項、取締役会の実効性に関する評価・分析、政策保有株式の保有の適否、リスク管理のための決裁

基準の設定およびプロセスの明確化、取締役会付議事項の見直し、機動的な意思決定体制の構築に関する事項

などについて審議しております。また、経営目標に基づく業務執行状況のレビュー、サステナビリティ・リス

クマネジメント委員会や株主との対話状況の報告により意見交換を行うなど、社外役員から適切な助言を受け

ながら、自由闊達で建設的な議論・意見交換を行っております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　9名　 女性　1名　（役員のうち女性の比率10％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長

社長執行役員
成瀬　真司 1958年９月22日生

1982年４月 大同特殊鋼株式会社入社

2005年10月 同社鋼材事業部鋼材営業部長

2009年６月 同社特殊鋼事業部事業企画管理部長

2012年６月 同社取締役経営企画部長

2015年６月 同社常務執行役員営業生産統括部担当

2016年６月 大同興業株式会社常務取締役原料営業本部長

2018年６月 同社取締役常務執行役員原料営業本部担当

2019年６月 当社代表取締役社長

2021年６月 当社代表取締役社長社長執行役員（現任）
　

（注４） 16,959

取締役

常務執行役員

GI推進プロジェクトリーダー

 

〈担当〉

技術開発部門

江幡　貴司 1959年８月17日生

1984年４月 当社入社

2011年６月 当社経営企画部長

2014年６月 当社取締役研究開発部長

2020年６月 当社取締役高機能材料事業部長

2021年６月 当社取締役常務執行役員高機能材料事業部長

2022年８月 当社取締役常務執行役員高機能材料事業部長

GI推進プロジェクトリーダー

2023年６月 当社取締役常務執行役員

GI推進プロジェクトリーダー（現任）
　

（注４） 7,191

取締役

執行役員

 

〈担当〉

生産部門

設備部門

尾形　仁 1961年10月25日生

1989年１月 当社入社

2009年５月 当社熱処理事業部熱処理工場村田工場長

2012年６月 当社熱処理事業部熱処理工場土浦工場長

2013年１月 当社複合加工事業部熱処理工場長

2015年４月 TOHOKU Manufacturing (Thailand) Co.,Ltd.

代表取締役社長

2018年６月 当社取締役TOHOKU Manufacturing (Thailand)

Co.,Ltd. 代表取締役社長

2021年６月 当社執行役員TOHOKU Manufacturing (Thailand)

Co.,Ltd. 代表取締役社長

2022年６月 当社執行役員複合加工事業部長

2023年６月 当社執行役員

2024年６月 当社取締役執行役員（現任）
　

（注４） 6,189

取締役

執行役員

コミュニケーション推進

プロジェクトリーダー

 

〈担当〉

本社部門

（総務人事部、コミュニケー

ション推進プロジェクト）

営業部門

板橋　弘昭 1963年5月28日生

1986年４月 当社入社

2010年６月 当社名古屋営業所長

2016年５月 当社東京営業所長

2018年６月 当社取締役東京営業所長兼名古屋営業所長

2020年３月 当社取締役営業部長

2021年６月 当社取締役執行役員溶鍛鋼材工場長

2022年６月 当社取締役執行役員

2022年８月 当社取締役執行役員コミュニケーション推進プロ

ジェクトリーダー（現任）
　

（注４） 5,511

取締役

執行役員

経営企画部長

 

〈担当〉

本社部門

（経営企画部、経理部）

木村　利光 1962年7月29日生

1987年４月 大同特殊鋼株式会社入社

2007年７月 同社研究開発本部企画管理部商品企画室室長

2008年７月 同社研究開発本部プロセス技術開発センターセン

ター長

2015年６月 同社技術開発研究所プロセス研究部部長

2017年７月 同社技術開発研究所副所長

2018年４月 Daido Steel(America) Inc.主席部員

2020年６月 当社経営企画部長

2021年６月 当社執行役員経営企画部長

2023年６月 当社取締役執行役員経営企画部長（現任）
　

（注４） 2,416

取締役 牛込　　進 1935年８月28日生

1987年６月 東京窯業株式会社代表取締役社長

2004年６月 当社社外監査役

2005年６月 東京窯業株式会社代表取締役会長（現任）

2006年６月 当社社外取締役（現任）
　

（注４） -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役 羽山　暁子 1979年８月８日生

2003年４月 株式会社インテリジェンス（現パーソナルキャリア

株式会社）入社

2011年６月 株式会社ブレインパッド入社

2019年３月 株式会社Pallet設立　代表取締役（現任）

2020年10月 株式会社AOD取締役CCO

2022年８月 一般社団法人グラミン日本仙台支部　支部長

2023年６月 当社社外取締役（現任）
　

(注４） -

常勤監査役 藤井　利光 1960年12月20日生

1983年４月 大同特殊鋼株式会社入社

2007年12月 同社技術サービス部部長

2009年６月 同社特殊鋼商品開発部部長

2012年７月 当社品質保証部調査役

2014年１月 当社品質保証部長

2021年６月 当社常勤監査役（現任）
　

（注５） 4,952

監査役 氏家　照彦 1946年８月29日生

1969年４月 株式会社日本興業銀行入行

1993年６月 株式会社七十七銀行取締役営業開発部長

1998年６月 同行常務取締役本店営業部長

2001年６月 当社社外監査役（現任）

2002年６月 株式会社七十七銀行専務取締役

2005年６月 同行代表取締役副頭取

2010年６月 同行代表取締役頭取

2018年６月 同行代表取締役会長

2025年６月 同行相談役（現任）
　

（注５） -

監査役 松﨑　慎治 1965年６月20日生

1988年４月 大同特殊鋼株式会社入社

2001年２月 OHIO STAR FORGE CO.出向

2011年11月 同社海外事業部海外企画管理部長

2017年６月 同社ＣＲＭ部監査室長

2020年２月 同社海外事業部長

2021年８月 大同特殊鋼(上海)有限公司董事長総経理

2023年６月 大同興業株式会社執行役員経理部長

2024年６月 同社取締役執行役員総務部、経理部、情報システム

部担当、経理部長

2025年６月 当社社外監査役（現任）

2026年４月 同社取締役常務執行役員リスクマネジメント部、経

営企画部、総務部、人事部、情報システム部担当

（現任）
　

（注６） -

計 43,218

（注）１．取締役牛込進および羽山暁子は、社外取締役であります。

２．羽山暁子の戸籍上の氏名は、上野暁子であります。

３．監査役氏家照彦および松﨑慎治は、社外監査役であります。

４．取締役の任期は、2026年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．監査役の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６．監査役の任期は、2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

７．所有株式数には、役員持株会における各自の実質所有株式数を含めて記載しております。（１株未満切捨て表示）

８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役１名を選任しており

ます。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（株）

岩崎　　誠 1966年９月13日生

1990年４月 大同興業株式会社入社

2014年４月 同社原料営業本部鉄原・資材部長

2015年８月 同社原料営業本部合金鉄部長

2022年４月 同社総務部長（現任）
　

-
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　当社では、取締役会の意思決定および監督強化ならびに経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な体制を構

築することを目的として、執行役員制度を導入しております。なお、2026年６月30日現在の執行役員は次のとお

りであります。

役職 氏名 担当職務等

＊社長執行役員 成瀬　真司  

＊常務執行役員 江幡　貴司
製品戦略企画部担当
GI推進プロジェクトリーダー

常務執行役員 野口　祐二 関連会社担当

＊執行役員 尾形　　仁 溶鍛鋼材工場および複合加工工場担当

＊執行役員 板橋　弘昭
総務人事部担当
コミュニケーション推進プロジェクトリーダー
CRM部に関して成瀬社長執行役員に協力

＊執行役員 木村　利光
経理部担当
経営企画部長

執行役員 藤原　尚吉
営業部および生産購買統括部担当
溶鍛鋼材工場および複合加工工場に関して尾形執行役員に協力

執行役員 日下　容康 TOHOKU STEEL INDIA PRIVATE LIMITED 代表取締役社長

執行役員 古瀬　泰輔 技術統括部および設備統括部担当

執行役員 大内　康秀 複合加工工場長

執行役員 岡村　清隆 設備統括部長

（注）＊印の執行役員は取締役を兼務しております。
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②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

　社外取締役の牛込進氏は、東京窯業株式会社の代表取締役会長であり、同社は当社と営業上の取引があります

が、その取引額は当社の当事業年度における売上高の0.2%以下であり、同氏の独立性に影響を与えるものではな

いと判断しております。また、同社は当社発行済株式総数の8.36％を保有する大株主でありますが、当社との人

的関係、資本関係その他特別の利害関係はありません。同氏は、長年にわたり同社の経営に携わり、その経歴を

通じて培った経営の専門家としての知識・経験等を有しております。経営者としての専門的知見や、海外を含む

グループ子会社を長年統括してきた経営者としての豊富な見識から助言いただき、経営の監督および取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための社外取締役に求められる役割・責務を発揮していただけるものと判

断しております。

　社外取締役の羽山暁子氏は株式会社Palletの代表取締役であり、同社は当社と研修等の取引がありますが、

2026年３月期における取引はありません。また、当社との人的関係、資本関係その他特別の利害関係はありませ

ん。同氏は、組織開発および人材開発の分野に関する幅広い見識を有しており、取締役会の多様性を確保すると

ともに、人的資本経営の推進や企業風土改革に関する助言等を通じて、経営の監督および取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための社外取締役に求められる役割・責務を発揮していただけるものと判断しており

ます。

　社外監査役の氏家照彦氏は株式会社七十七銀行の相談役であり、同行は当社と預金等、通常の銀行取引を除き

利害関係はなく、同氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しております。また、同行は当社発行済株式

総数の3.98％を保有する大株主でありますが、当社との人的関係、資本関係またはその他特別の利害関係はあり

ません。同氏は、長年にわたり同行の経営に携わり、金融分野における専門的な知見のほか、会社経営者として

の経験と高度な見識を有しております。その経歴から公正中立の立場から当社の経営に対し適切な監査および助

言をしていただけるものと判断しております。

　社外監査役の松﨑慎治氏は大同興業株式会社の取締役常務執行役員であり、同社は当社と製品の販売および仕

入取引等がありますが、当社との人的関係、資本関係その他特別の利害関係はありません。同氏は、特殊鋼業界

において、長年にわたり海外事業および会社経営に携わっております。加えて、内部監査および財務、会計に関

わる豊富な経験と知識を持ち合わせており、取締役会の監督機能の強化を期待できると判断しております。

　当社は、取締役会、および監査役会の監督機能の強化を目的として、社外取締役、および社外監査役を選任し

ております。

　当社は社外取締役および社外監査役の独立性につき、東京証券取引所の規程等による独立役員の確保に関する

定めおよび当社の独立役員確保に関する内規に準拠し、個別に判断しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係

　社外取締役は、取締役会を通して他の監査役と適宜意見交換を行うなど連携を図っております。

　社外監査役の相互連携については、「（３）監査の状況　①監査役監査の状況」に記載しております。
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（３）【監査の状況】

 

①　監査役監査の状況

　a.組織、人員及び手続

　監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、監査役会の議長は常勤監査役である藤井利光

が務めております。常勤監査役である藤井利光は、品質管理業務に長年従事し、コンプライアンスやリスクマ

ネジメント、内部監査に精通しております。また、非常勤監査役である氏家照彦は、銀行における長年の経験

があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、同じく非常勤監査役である松﨑慎治は、鉄鋼業

界における長年の海外事業や経営監督業務に携わっており、内部監査及び財務・会計に関わる豊富な経験と知

識を有しております。

　b.監査役及び監査役会の活動状況

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会への出席や業務・財産の状況の

調査等を通じて取締役の職務遂行の監査を行っております。

　常勤監査役は内部監査部門から内部監査業務の報告を毎月受けるほか、定期的に会合をもち、情報の交換を

行っております。内部統制制度に基づく重要プロセスの整備・運用状況についても、内部監査部門等から定期

的な報告を受け、監査活動を実施し監査役会で審議・情報交換を行っております。

　２名の社外監査役は、取締役会に出席するほか、常勤監査役および内部監査部門からの監査実施状況の報告

を受け、それぞれの知見を生かして必要に応じて助言や意見を述べております。

　また、会計監査の適正性を確保するため、監査役会は会計監査人から、会社法に基づく会計監査の報告を受

けております。金商法に基づく監査については会計監査人から財務諸表監査（会計監査）と内部統制監査の報

告を受けております。

　当事業年度においては監査役会を９回開催し、個々の監査役の出席状況は以下のとおりであります。

役職 氏名 開催回数 出席回数

常勤監査役 藤井　利光 ９回 ９回

非常勤監査役（社外） 氏家　照彦 ９回 ９回

非常勤監査役（社外） 伊藤　愼悟 ２回 ２回

非常勤監査役（社外） 松﨑　慎治 ７回 ７回

（注１）非常勤監査役伊藤愼悟は2025年６月23日の辞任までに開催された２回のうち２回に出席

（注２）非常勤監査役松﨑慎治は2025年６月23日の就任以降に開催された７回のうち７回に出席

また、１回当たりの所要時間は約１時間であり、決議事項は８件、報告事項は25件、協議事項は２件でし

た。主な取扱議題は、監査計画、会計監査人の再任、監査報告書作成、会計監査人の監査計画および監査結

果、内部統制システムの整備・運用に関する課題、執行役員会・経営会議において報告のあった経営課題等で

あります。

 

②　内部監査の状況

　a.組織、人員及び手続

　　代表取締役社長直轄の内部監査部門としてＣＲＭ部（５名）を設置し、当社および連結子会社の内部統制の

有効性の評価および各業務執行の監査を行っております。

　b.監査役監査及び会計監査との相互連携

　　ＣＲＭ部は、監査計画の作成および監査の実施にあたって監査役と連携を取り、監査結果について監査役へ

の報告と意見交換を実施しております。また、会計監査人とも情報の共有を行い、監査の実効性、効率性の

向上に努めております。

　c.内部監査の実効性を確保するための取組

　　ＣＲＭ部は、監査結果を代表取締役社長に報告するほか、取締役会および監査役会に対して直接報告を行う

仕組みを有しており、各業務部門に対して適切な助言および指導を行っております。

 

③　会計監査の状況

　a.監査法人の名称

　　有限責任 あずさ監査法人

 b.継続監査期間：56年

　　上記は調査が著しく困難であったため、現任の監査人である有限責任 あずさ監査法人の前身の一つである

　　監査法人朝日会計社が監査法人組織になって以降の期間について記載したものです。実際の継続監査期間は

　　この期間を超える可能性があります。
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　c.業務を執行した公認会計士

　　小林　雅彦　氏

　　上野　陽一　氏

　d.監査業務に係る補助者の構成

　　同監査法人に所属する公認会計士12名、会計士試験合格者等17名、その他22名であります。

　e.監査法人の選定方針と評価

　　　監査役会は、主に監査法人の品質保証体制、独立性、監査報酬の水準、監査役および経営者とのコミュニ

ケーションの観点から、毎年再任の適否を判断する方針としております。

　　　現在の監査法人については、これらの項目において問題は無いと評価でき、監査役会で再任を決定してお

ります。

 

④　監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 28,200 － 29,500 －

連結子会社 － － － －

計 28,200 － 29,500 －

当連結会計年度における非監査業務はありません。

  b.監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬

該当事項はありません。

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方針

会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積算定根拠等を総合的に勘案し、決定して

おります。

e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の

前年度監査実績および今年度の監査計画の内容、監査報酬の見積りの算出根拠と算出内容の適切性・妥当性

を検討いたしました。その結果、会計監査人の報酬等につきまして、会社法第399条第１項の同意を行ってお

ります。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の役員の報酬等については、2010年６月29日開催の第111期定時株主総会において、取締役の報酬限度

額は年額200,000千円、監査役の報酬限度額は年額50,000千円と決議しております。これを上限として役員の

報酬等は役員報酬規程に基づき、取締役については取締役会、監査役については監査役の協議によって決定い

たします。

　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は取締役会にて決定され、その権限の内容および裁

量の範囲は株主総会の決議の範囲内となります。

　具体的には、取締役の基本報酬および賞与については、各取締役の職務、会社業績を総合的に勘案して決定

することとし、当事業年度の取締役の報酬等の額については、上記の方針により、2025年６月23日開催の取締

役会にて代表取締役に一任することを決議いたしました。

　監査役の報酬等の額については、2025年６月23日開催の監査役会にて協議し決定いたしました。

　業績連動報酬等にかかる業績指標は前事業年度の経常利益であります。当該指標を選択した理由は下記②
(ハ)に記載のとおりであり、基準額に対し経常利益を指標とした業績係数を乗じ決定しております。

 

②取締役の個人別の報酬等についての決定方針

　当社の持続的な成長を図り、業績向上に対する健全なインセンティブが機能することを目的とし、当社は

2021年３月30日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を次のとおり決議

しております。

　また、当事業年度における取締役の個人別の報酬については、代表取締役社長が取締役会において必要な説
明を行い、代表取締役社長一任の決議を経たうえで、その職責、会社業績への貢献等を総合的に勘案し決定し
たものであると認められることから、取締役会としては、以下の基本方針に沿うものであると判断していま
す。

（イ）基本方針

　当社の持続的な成長に向けて健全なインセンティブが機能することを目的として、個々の取締役の

報酬等の決定に際しては、各職責を踏まえ、第三者が調査した民間企業の役員報酬等の情報を参考に

適正な水準とすることを基本方針とする。

（ロ）取締役の個人別の報酬等の構成

　2010年６月29日開催の第111期定時株主総会の決議に基づき、報酬等の限度額である年額200,000千

円以内で、社内取締役については役員経験年数を加味した「月額報酬」（固定報酬）と業績向上に対

するインセンティブを与えるための「賞与」（業績連動報酬）で構成する。また、社外取締役につい

ては、経営上の意思決定や業務執行についての監視・監督の役割から賞与は支給せず、経験年数を加

味した「月額報酬」（固定報酬）とする。

（ハ）業績連動報酬等に関する方針

　企業の営業・財務活動の結果であって、総合的な収益力を示し、業務執行の成果が直接的に反映さ

れることから経常利益を指標とする。

　なお、当事業年度を含む経常利益の推移は「第１　企業の概況　１　主要な経営指標等の推移」に

記載のとおりです。当社の業績連動報酬は、基準額に対し経常利益を指標とした業績係数を乗じ決定

しております。

（ニ）報酬等の割合に関する方針

　当社では、「月額報酬」（固定報酬）と、経常利益を指標とした「賞与」（業績連動報酬）を中心

とした「金銭報酬」にて取締役の個人別の報酬等を構成しており、「非金銭報酬」は支給しない。

（ホ）報酬等の付与時期や条件に関する方針

　「賞与」については、取締役会が賞与支給が適切でないと判断したとき以外は、年１回一定の時期

に支給する。

（ヘ）報酬等の決定の委任に関する事項

　報酬等の決定は、取締役による業務執行を統括し、経営を監視・評価する立場にある代表取締役社

長に委任する。
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③役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）固定報酬 賞与
左記のうち、

非金銭報酬等

取締役 71,445 62,945 8,500 - 7

（うち社外取締役） (5,640) (5,640) (-) (-) (2)

監査役 17,079 17,079 - - 4

（うち社外監査役） (4,080) (4,080) (-) (-) (3)

合計 88,525 80,024 8,500 - 11

(うち社外役員) ( 9,720) (   9,720) (-) (-) (5)

 

④役員ごとの連結報酬等の総額等

　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

⑤使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　総額（千円） 　対象となる役員の員数（人） 　内容

47,667 ４ 　使用人給与相当額であります。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式について、株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを目的とし

て保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式に区分

しております。

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　当社は、原材料・資材の調達、製品の開発・製造・販売、安定的な供給など全ての面において、関係先企業

との協力関係が不可欠と考えております。当社は政策保有株式について、中長期的な企業価値の向上の観点、

取引関係の維持・強化、地域の経済成長・活性化等を目的に株式を保有することとしております。これらにつ

いて中長期的な経済合理性や保有先との関係性を踏まえ、毎年、取締役会で保有の適否を検証し、保有の妥当

性が認められないと考える場合には縮減するなど見直しております。

 

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 6 41,635

非上場株式以外の株式 4 693,643

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の

株式の保有

の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額

（千円）

貸借対照表計上額

（千円）

㈱七十七銀行
44,000 44,000

主要な取引金融機関であり、当社が営業基盤と

する地域の経済成長・活性化等に重要な役割を

担う金融機関との総合的な取引関係の維持・強

化のため

有
403,392 209,132

東京窯業㈱
384,100 384,100

高機能製品および材料開発を支える真空溶解炉

で使用される耐火材等の副資材の調達先であ

り、継続取引関係の維持・強化および安定生産

のため

有

212,023 186,288

愛三工業㈱
23,000 23,000

当社の自動車関連製品向けの耐熱鋼等における

継続的取引関係の維持・強化のため
無

42,228 48,208

フジオーゼックス㈱
20,000 20,000

当社の自動車関連製品向けの耐熱鋼等における

継続的取引関係の維持・強化のため
無

36,000 27,380

（注）特定投資株式については、その定量的な保有効果を把握することが困難と認められるため、記載しておりま

せん。保有の合理性の検証については、前述のa.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄

の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容に記載のとおりであります。
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③ 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 2 891,840 2 717,780

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（千円）

売却損益の
合計額（千円）

評価損益の
合計額（千円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 27,435 － 833,289

（注）「評価損益の合計額」は、貸借対照表計上額と取得原価の差額であります。

 

④ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　該当事項はありません。

 

⑤ 当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に

変更したもの

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

変更した事業年度
変更の理由及び変更後の保有又は売却

に関する方針

トヨタ自動車㈱ 225,000 711,450 2024年３月期

当社は、政策保有株式の保有方針に基

づき取締役会で保有の適否を検証し、

純投資に変更いたしました。当該企業

の時価評価・配当利回り・市場動向な

どを勘案し、定期的に保有の適否を判

断いたします。なお、当社と当該企業

との間に特段の売却を妨げるような事

情等はありません。

㈱小松製作所 30,000 180,390 2024年３月期

当社は、政策保有株式の保有方針に基

づき取締役会で保有の適否を検証し、

純投資に変更いたしました。当該企業

の時価評価・配当利回り・市場動向な

どを勘案し、定期的に保有の適否を判

断いたします。なお、当社と当該企業

との間に特段の売却を妨げるような事

情等はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

　　①人材戦略

　　　　当社グループの人材戦略は、2026中期経営計画における「『開発機能会社』への前進と柔軟な事業の転進」とい

　　　う方針のもと、「商品ポートフォリオ改革」「環境価値の高い開発商品の拡大」「未来工場実現に向けた基盤整

　　　備」といった経営方針の実現を支える基盤として位置付けております。

 

　　　　当社グループは、特殊鋼素材の開発から製造、加工に至るバリューチェーンを強みとし、半導体製造装置や新エ

　　　ネルギー関連等の成長産業向け高付加価値製品の提供や新規ビジネスモデルの創出を進めております。これらの実

　　　現には、従来の受注対応型の業務推進から、顧客価値を起点とした新価値創造型への転換が不可欠であると認識し

　　　ております。

　　　　このような経営環境のもと、当社グループにおいては、従業員一人ひとりが自律的に考え、行動し、挑戦・検

　　　証・学習を通じて価値創造を加速できる能力を備えるとともに、部門を越えた連携を通じて組織全体として変革を

　　　推進していくことが必要であると考えており、これが当社グループにおける人材戦略の基本的な考え方となりま

　　　す。

 

　　　　具体的には、以下の個人能力・組織能力の獲得を目指しております。

　　　　１．仮説・検証・改善のサイクルを回し、データや経験を次の意思決定に活用する学習型組織への転換

　　　　２．部門横断での連携を強化し、当社グループのバリューチェーン全体として最適な価値創出を実現する協働

　　　　　　体制の構築

　　　　３．共通の成功定義・判断基準を組織全体で共有し、現場において迅速かつ的確な意思決定が行われる体制の

　　　　　　確立

 

　　　　これらを実現するため、人事戦略において、

　　　　採用：専門性に加え、不確実性の高い環境下で自律的に判断し行動できる人材の確保

　　　　人材開発：判断力・課題設定力・データ活用力の強化および管理職のマネジメント機能の高度化

　　　　人事制度：挑戦や学習、全社最適に資する行動が適切に評価される仕組みの整備

　　　　に取り組んでおります。

 

　　　　また、「未来工場」の実現に向けたDX推進においては、デジタル技術を活用した業務改革を担う人材の育成およ

　　　び、部門横断でデータを活用し意思決定を高度化できる組織運営の実現を重要なテーマとして推進しています。

 

　　　　今後も、人材戦略を経営戦略と一体的に推進することで、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってま

　　　いります。

 

 

　　②給与等の決定に関する方針

　　　　当社は、従業員の給与および報酬の決定にあたり、職務遂行能力および業績への貢献度を適切に反映させること

　　　を基本方針としております。

 

　　　　まず、基本給については、等級制度を採用しており、各従業員の能力・職務遂行レベルに応じて等級を設定し、

　　　当該等級に応じた給与レンジの中で支給額を決定しております。これにより、従業員の能力向上や職務範囲の拡大

　　　が処遇に適切に反映される仕組みとしております。

　　　　次に、賞与については、各会計期間における業績及び目標管理制度（MBO）に基づき、会社の中期経営計画およ

　　　び年度の事業計画を踏まえて個人別に設定された目標の達成度に応じて支給額を決定しております。

　　　　具体的には、個人の目標達成状況や業務遂行プロセス等を評価に反映し、成果と貢献を適切に処遇へ連動させる

　　　設計としております。これらの制度運用を通じて、高付加価値の創出に向けた挑戦、データや知見を活用した業務

　　　高度化、部門横断での協働による価値創出といった当社グループの経営戦略に沿った行動を促進し、企業価値の向

　　　上と従業員の成長の両立を図ってまいります。
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（２）【従業員の状況】

①連結会社の状況

 2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

特殊鋼事業 515 〔23〕

不動産賃貸事業 57 〔10〕

合計 572 〔33〕

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間平均雇用人員を外数で記載しております。

 

②提出会社の状況

     2026年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

371 〔19〕 41.1 15.9 5,774 2.2

 

セグメントの名称 従業員数（名）

特殊鋼事業 371 〔19〕

合計 371 〔19〕

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間平均雇用人員を外数で記載しております。

　　　　２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

３．平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与は、出向者・勤続１年未満の者（育児休業等の休職者を含む）を除

いて算出しております。

③労働組合の状況

　当社の労働組合は、東北特殊鋼労働組合と称し、日本基幹産業労働組合連合会に加入しております。

　組合員数は2026年３月31日現在327名であり、労働組合との関係については、特記すべき事項はありません。

　また、連結子会社においては、労働組合は結成されておりません。

④管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額の

差異

　　　提出会社の状況

当事業年度

管理的地位にある労働者
に占める女性労働者の割
合（％）
　　　（注）１

男性労働者の育児休業取
得率（％）
　　　（注）２

労働者の男女の賃金の額の差異（％）
（注）１，３, ４

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

3.6 133.3 66.1 68.6 56.9

（注）１．管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合および労働者の男女の賃金の額の差異の計算は、「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したものです。

　　　２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定

　　　　に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年労

　　　　働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものです。

　　　３．正規雇用労働者における男女の賃金の差異については、当社において総合職における男性比率が約８割である

　　　　ことや、管理職における男性の比率が極めて高いことなど、職種別・役職別の構成差に起因する影響が大きいも

　　　　のと認識しております。また、パート・有期労働者にて男女間の賃金差が生じている主な要因は、定年退職後に

　　　　管理職相当の役割を担う有期雇用者等の男女構成差が生じているためです。

　　　４．他社から当社への出向者、当社から国外への出向者、勤続１年未満の者（育児休業等の休職者を含む）を除い

　　　　て算出しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あ

ずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,104,140 7,109,943

受取手形 10,956 10,451

売掛金 2,871,344 3,161,100

電子記録債権 2,063,725 1,762,115

有価証券 850,000 3,900,000

商品及び製品 741,071 726,414

仕掛品 1,457,471 1,529,928

原材料及び貯蔵品 1,153,640 1,077,300

その他 161,252 43,566

貸倒引当金 △423 △424

流動資産合計 17,413,177 19,320,397

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２,※３ 3,853,619 ※２,※３ 3,820,632

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 2,979,085 ※２ 2,843,686

工具、器具及び備品（純額） ※２ 262,802 ※２ 290,338

土地 2,303,428 2,316,842

建設仮勘定 184,830 25,278

その他（純額） 18,092 285,971

有形固定資産合計 ※１ 9,601,858 ※１ 9,582,751

無形固定資産 265,634 217,685

投資その他の資産   

投資有価証券 6,389,909 6,976,538

従業員長期貸付金 2,301 1,627

繰延税金資産 103,564 8,127

その他 255,188 256,706

貸倒引当金 △438 △312

投資その他の資産合計 6,750,525 7,242,686

固定資産合計 16,618,018 17,043,123

資産合計 34,031,196 36,363,521
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,500,216 1,509,586

電子記録債務 1,181,947 1,214,310

未払法人税等 113,516 322,568

賞与引当金 330,901 336,746

役員賞与引当金 6,820 10,210

その他 822,127 903,169

流動負債合計 3,955,531 4,296,591

固定負債   

長期預り金 ※３ 1,846,624 ※３ 1,846,624

修繕引当金 153,160 173,100

退職給付に係る負債 92,669 110,606

繰延税金負債 59,994 188,678

その他 2,644 282,433

固定負債合計 2,155,093 2,601,442

負債合計 6,110,624 6,898,034

純資産の部   

株主資本   

資本金 827,500 827,500

資本剰余金 560,993 560,993

利益剰余金 25,711,323 26,727,032

自己株式 △232,065 △232,065

株主資本合計 26,867,751 27,883,460

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 958,126 1,392,158

為替換算調整勘定 94,693 189,867

その他の包括利益累計額合計 1,052,820 1,582,026

純資産合計 27,920,572 29,465,487

負債純資産合計 34,031,196 36,363,521
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※１ 21,178,080 ※１ 20,931,280

売上原価 ※２,※３ 17,826,111 ※２,※３ 17,199,368

売上総利益 3,351,969 3,731,911

販売費及び一般管理費   

発送運賃及び荷造費 311,366 316,395

給料及び手当 661,718 726,415

退職給付費用 24,826 30,112

賞与引当金繰入額 97,831 99,473

役員賞与引当金繰入額 6,820 10,210

その他 ※２ 999,591 ※２ 1,130,614

販売費及び一般管理費合計 2,102,153 2,313,221

営業利益 1,249,815 1,418,690

営業外収益   

受取利息 35,013 32,817

受取配当金 42,545 62,766

仕入割引 18,057 21,553

為替差益 21,565 28,479

補助金収入 － 51,381

その他 24,436 24,624

営業外収益合計 141,619 221,622

営業外費用   

支払利息 － 3,099

支払手数料 11,912 12,453

固定資産除却損 1,691 3,574

その他 5,364 11,147

営業外費用合計 18,968 30,275

経常利益 1,372,465 1,610,037

特別利益   

投資有価証券売却益 － 168,100

特別利益合計 － 168,100

特別損失   

減損損失 － ※４ 64,198

特別損失合計 － 64,198

税金等調整前当期純利益 1,372,465 1,713,939

法人税、住民税及び事業税 233,777 409,518

法人税等調整額 130,564 28,740

法人税等合計 364,341 438,259

当期純利益 1,008,124 1,275,680

親会社株主に帰属する当期純利益 1,008,124 1,275,680
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 1,008,124 1,275,680

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △205,395 434,031

為替換算調整勘定 32,994 95,174

その他の包括利益合計 ※ △172,400 ※ 529,206

包括利益 835,724 1,804,886

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 835,724 1,804,886
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 827,500 560,993 24,974,238 △18,441 26,344,290

当期変動額      

剰余金の配当   △271,038  △271,038

親会社株主に帰属する当期
純利益   1,008,124  1,008,124

自己株式の取得    △213,624 △213,624

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 737,085 △213,624 523,461

当期末残高 827,500 560,993 25,711,323 △232,065 26,867,751

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 1,163,522 61,698 1,225,220 27,569,511

当期変動額     

剰余金の配当    △271,038

親会社株主に帰属する当期
純利益    1,008,124

自己株式の取得    △213,624

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△205,395 32,994 △172,400 △172,400

当期変動額合計 △205,395 32,994 △172,400 351,061

当期末残高 958,126 94,693 1,052,820 27,920,572
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 827,500 560,993 25,711,323 △232,065 26,867,751

当期変動額      

剰余金の配当   △259,971  △259,971

親会社株主に帰属する当期
純利益   1,275,680  1,275,680

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 1,015,708 － 1,015,708

当期末残高 827,500 560,993 26,727,032 △232,065 27,883,460

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 958,126 94,693 1,052,820 27,920,572

当期変動額     

剰余金の配当    △259,971

親会社株主に帰属する当期
純利益    1,275,680

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

434,031 95,174 529,206 529,206

当期変動額合計 434,031 95,174 529,206 1,544,915

当期末残高 1,392,158 189,867 1,582,026 29,465,487
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,372,465 1,713,939

減価償却費 863,978 920,106

減損損失 － 64,198

貸倒引当金の増減額（△は減少） 27 △124

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,092 4,955

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6,070 3,390

修繕引当金の増減額（△は減少） 38,880 19,940

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,238 16,741

受取利息及び受取配当金 △77,559 △95,584

補助金収入 － △51,381

為替差損益（△は益） △20,297 △29,476

支払利息 － 3,099

固定資産除却損 1,691 3,574

支払手数料 11,912 12,453

投資有価証券売却損益（△は益） △2,050 △170,647

売上債権の増減額（△は増加） 101,089 35,609

棚卸資産の増減額（△は増加） 852,778 24,524

仕入債務の増減額（△は減少） △584,838 29,987

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,737 △170,855

その他の資産の増減額（△は増加） 31,949 76,684

その他の負債の増減額（△は減少） △272,746 9,420

その他 △4,639 14

小計 2,322,303 2,420,569

利息及び配当金の受取額 79,134 98,671

補助金の受取額 － 73,346

利息の支払額 － △3,099

法人税等の支払額 △258,495 △205,037

その他 △11,912 △12,453

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,131,030 2,371,997

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 38,720 137,655

定期預金の預入による支出 △84,480 △189,775

有価証券の償還による収入 450,000 350,000

有形固定資産の取得による支出 △645,989 △289,482

無形固定資産の取得による支出 △163,832 △14,823

投資有価証券の取得による支出 △800,380 △293,746

投資有価証券の売却による収入 213,233 307,177

投資有価証券の償還による収入 400,000 100,000

従業員に対する貸付けによる支出 △2,500 △550

従業員に対する貸付金の回収による収入 1,354 1,224

その他 4,420 617

投資活動によるキャッシュ・フロー △589,454 108,298

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △270,824 △259,949

自己株式の取得による支出 △213,624 －

その他 △1,232 △10,530

財務活動によるキャッシュ・フロー △485,681 △270,480

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24,452 45,268

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,031,441 2,255,083

現金及び現金同等物の期首残高 7,323,418 8,354,860

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 8,354,860 ※ 10,609,943
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　　4社

　　連結子会社の名称

　　　東特エステートサービス㈱

 　　 東特興業㈱

     TOHOKU Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.

     TOHOKU STEEL INDIA PRIVATE LIMITED

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

　　該当事項はありません。

 

(2）持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

　　該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

(イ）有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）によっております。

その他有価証券

 市場価格のない株式等以外のもの

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によってお

ります。なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品については、全体

を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

 市場価格のない株式等

……移動平均法による原価法によっております。

 

(ロ）棚卸資産

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、不動産賃貸事業の建物および構築物については、経済的、機能的な実情を勘案した合理的な耐用年

数によっております。

 

(ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

 

 
 
 
 
 

(ハ）リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
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所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(ロ）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(ハ）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(ニ）修繕引当金

　賃貸建物等について、将来実施する修繕に係る支出に備えるため、支出見積額を支出の行われる年度に至る

までの期間に配分計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 

（特殊鋼事業）

　特殊鋼事業においては、主として特殊鋼鋼材を製造しているほか、機械部品、工具などの加工製品ならびに熱処

理加工を行っており、製品を顧客に納入することを履行義務として識別しております。国内販売においては、製品

を出荷した時点を収益を認識する通常の時点としており、輸出販売においては、主にインコタームズ等で定められ

た貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

　取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控除した金額で算定して

おり、当該値引き額等は、契約条件や過去の実績などに基づき見積りを行っております。また、代理人に該当する

と判断したものについては、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除

した純額を収益として認識しております。

　なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に回収して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。

 

（不動産賃貸事業）

　不動産賃貸事業には、不動産の賃貸に付随する施設管理・警備・清掃業務による収益が含まれております。施設

管理業務においては、賃貸不動産内のテナントの修繕工事を行っており、工事の完成を履行義務として識別してお

ります。修繕工事はすべてごく短期間で完成する工事であるため、完成時点で収益を認識しております。警備・清

掃業務については、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充

足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。

　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に回収しており、

重大な金融要素は含んでおりません。

　なお、不動産賃貸取引については、リース取引に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわたり収益を認識し

ております。

 

(6）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社の資産、負債、収益および費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、連結財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当連結会計

年度の連結財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響

を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

 

１．固定資産の減損損失の認識の要否（熱処理事業）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　特殊鋼事業セグメントに含まれる熱処理事業については継続して営業損失を計上していることから、減損の兆候があ

ると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行っております。検討の結果、当該事業について、割引前将来

キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額217,198千円（有形固定資産214,698千円、無形固定資産2,500千円）を下

回ったため、64,198千円の減損損失を計上しております。前連結会計年度は減損の兆候は認められておらず、減損損失

は計上しておりません。

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分別に資産のグルーピングを行っており、資

産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識

の要否判定を実施しております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認

識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額）まで減額し、帳

簿価額の減少額を減損損失として処理しております。

　熱処理事業は、自動車市場の減速やＥＶ化による金型や工具鋼の需要減少に加え、人件費や電力費等の製造原価上昇

分の全てを販売価格に転嫁できていないことで収益性が悪化しており、継続的に営業損失を計上していることから、減

損の兆候があると判断しております。当該資産グループの減損損失の認識の要否および回収可能価額の算定に用いる将

来キャッシュ・フローの見積りは、最新の収支計画を基礎としており、直近の実績を踏まえ補正を加えております。使

用価値は、売上高については、得意先の需要予測を考慮しつつも、大幅な成長を前提とせず、直近の販売実績を基礎と

して保守的に算定しております。費用については、今後見込まれる賃金水準の上昇に伴う人件費の増加等を織り込んで

算定しております。

　なお、回収可能価額には正味売却価額を用いており、正味売却価額は、外部専門家から入手した不動産鑑定評価を基

礎として算定しております。

　これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受けるため、これらの状況が変化した場合、

翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

熱処理事業に係る有形固定資産帳簿価額152,807千円、無形固定資産帳簿価額192千円、翌連結会計年度の追加投資予定

額50,400千円

 

２．固定資産の減損損失の認識の要否（精密加工事業）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　特殊鋼事業セグメントに含まれる精密加工事業については継続して営業損失を計上していることから、減損の兆候が

あると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行っております。検討の結果、当該事業について、割引前将来

キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額68,038千円（有形固定資産65,122千円、無形固定資産2,916千円）を上回っ

たため、減損損失を計上しておりません。前連結会計年度は割引前将来キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額

38,172千円（有形固定資産35,953千円、無形固定資産2,218千円）を上回ったため、減損損失を計上しておりません。

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分別に資産のグルーピングを行っており、資

産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識

の要否判定を実施しております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認

識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額）まで減額し、帳

簿価額の減少額を減損損失として処理しております。

　精密加工事業は、自動車産業における長引く在庫調整や半導体市場の減速による売上減少に加え、原材料価格や電力

費等の製造原価上昇分の全てを販売価格に転嫁できていないことで収益性が悪化しており、継続的に営業損失を計上し

ていることから、減損の兆候があると判断しております。当該資産グループの減損損失の認識の要否および回収可能価

額の算定に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、最新の収支計画を基礎としており、直近の実績を踏まえ補正を

加えております。また、半導体市場の需要予測に基づく売上高成長を主要な仮定として織り込んでいるほか、事業効率

化による製造コストの抑制や今後見込まれる賃金水準の上昇に伴う人件費の増加等を織り込んで算定しております。

　これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受けるため、これらの状況が変化した場合、

翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

精密加工事業に係る有形固定資産帳簿価額65,122千円、無形固定資産帳簿価額2,916千円、翌連結会計年度の追加投資

予定額109,720千円

 

３．固定資産の減損損失の認識の要否（インド事業）

(1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　特殊鋼事業セグメントに含まれるインド事業については継続して事業の目標としていた販売量を下回って推移してい

ることから、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行っております。検討の結果、当該事
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業について、割引前将来キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額84,513千円（有形固定資産84,178千円、無形固定資

産335千円）を上回ったため、減損損失を計上しておりません。前連結会計年度は割引前将来キャッシュ・フローが固

定資産の帳簿価額94,937千円（有形固定資産94,859千円、無形固定資産78千円）を上回ったため、減損損失を計上して

おりません。

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分別に資産のグルーピングを行っており、資

産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの将来キャッシュ・フローに基づき、減損損失の認識

の要否判定を実施しております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認

識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額）まで減額し、帳

簿価額の減少額を減損損失として処理しております。

　インド事業は、主要需要先であるインド自動車産業において、国内自動車販売市場は引き続き拡大しているものの、

事業の目標としていた販売量を下回って推移していることから、減損の兆候があると判断しております。当該資産グ

ループの減損損失の認識の要否判定に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、最新の収支計画を基礎としており、

直近の実績を踏まえ補正を加えております。売上高については、インド自動車市場の需要動向を考慮しつつも、大幅な

成長を前提とせず、直近の販売実績を基礎として保守的に算定しております。また、費用については、賃金実態調査に

基づく人件費上昇等を織込んで算定しております。

　これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受けるため、これらの状況が変化した場合、

翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

インド事業に係る有形固定資産帳簿価額84,178千円、無形固定資産帳簿価額335千円、翌連結会計年度における追加投

資は予定しておりません。
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（未適用の会計基準等）

　・「リースに関する会計基準」　(企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会)

　・「リースに関する会計基準の適用指針」　(企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員会)等

 

　⑴概要

　　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全て

　のリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえ

　た検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の

　全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、

　IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公

　表されました。

　　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナ

　ンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係

　る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

　⑵適用予定日

　　2028年３月期の期首から適用します。

 

　⑶当該会計基準等の適用による影響

　　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　減価償却累計額

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

減価償却累計額 21,589,073千円 22,305,294千円

 

※２　圧縮記帳

固定資産の取得価額から直接控除した工事負担金および国庫補助金等による圧縮記帳額は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

142,907千円

14,784千円

2,554千円

145,851千円

14,784千円

2,554千円

 

　※３　担保資産及び担保付債務

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

建物 2,695,156千円 2,764,972千円

上記の担保資産に対する債務   

長期預り金 1,800,000千円 1,800,000千円
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約

から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１.顧客との契約から生じる収益を分解した情

報」に記載しております。

 

※２　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

研究開発費 438,909千円 480,641千円

 

※３　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

売上原価 70,964千円 55,489千円

 

※４　減損損失

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

当社グループは、当連結会計年度において当社熱処理事業について減損損失を計上しております。

当社グループは、主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分別に資産のグルーピングを行っておりま

す。

 

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

本社工場（宮城県柴田郡村田町）
土浦工場（茨城県土浦市）

熱処理事業用資産
建物及び構築物、
機械装置及び運搬具等

64,198

上記の熱処理事業用資産につきましては、自動車市場の減速やＥＶ化による金型や工具鋼の需要減少に加え、人件費

や電力費等の製造原価上昇分の全てを販売価格に転嫁できていないことで収益性が低下していることから、同グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(64,198千円)として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物及び構築物28,946千円、機械装置及び運搬具29,350千円、工具、器具及び備品3,594千円、無形固

定資産2,307千円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額には正味売却価額を用いており、外部専門家から入手した不動産鑑定評価額に

より評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △273,883千円 800,059千円

組替調整額 △2,050千円 △170,647千円

法人税等及び税効果調整前 △275,933千円 629,412千円

法人税等及び税効果額 70,537千円 △195,380千円

その他有価証券評価差額金 △205,395千円 434,031千円

為替換算調整勘定：   

当期発生額 32,994千円 95,174千円

 その他の包括利益合計 △172,400千円 529,206千円

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数に関する事項

 株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 7,550,000 － － 7,550,000

 

２．自己株式の種類および総数に関する事項

 株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式　（注）1 21,141 101,100 － 122,241

（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加101,100株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得によるものでありま

　　　　す。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 120,461 16.00 2024年３月31日 2024年６月26日

2024年10月30日

取締役会
普通株式 150,577 20.00 2024年９月30日 2024年12月３日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 148,555 20.00 2025年３月31日 2025年６月24日
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数に関する事項

 株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 7,550,000 － － 7,550,000

 

２．自己株式の種類および総数に関する事項

 株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 122,241 － － 122,241

 

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月23日

定時株主総会
普通株式 148,555 20.00 2025年３月31日 2025年６月24日

2025年10月30日

取締役会
普通株式 111,416 15.00 2025年９月30日 2025年12月２日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

現金及び預金勘定 8,104,140千円 7,109,943千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △49,280千円 △100,000千円

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資（有価証券）
300,000千円 3,600,000千円

現金及び現金同等物 8,354,860千円 10,609,943千円

 

（リース取引関係）

記載すべき重要なものはありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行借入

による方針です。デリバティブは、資金を効率的に運用するため、デリバティブが組み込まれた複合金融

商品を余資の中で利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては与信管理規程に従い、主な取引先の信用状況を毎年把握する体制としています。連結子会社

についても、当社の与信管理規程に準じて同様の管理を行っております。

　また、有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携等に関連する株式、満期保有目的の

債券、投資信託及び金銭信託であります。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利変動リスク、

市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、格付けの高い商品のみを投資対象と

し、定期的に保有銘柄の時価や発行体の財務状況等を把握しモニタリングを行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日です。

　長期預り金は、主に不動産賃貸事業に関して受け入れた保証金等です。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

 

　　　　前連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）有価証券及び投資有

価証券
6,698,274 6,669,949 △28,324

(2）長期預り金 （1,846,624） （1,498,819） △347,805

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（＊２）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「有価証券」（合同運用指

定金銭信託に限る）、「支払手形及び買掛金」及び「電子記録債務」については、現金であるこ

と、または短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略

しております。

（＊３）市場価格のない株式等は、「⑴　有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金

融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 41,635

 

　　　　当連結会計年度（2026年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）有価証券及び投資有

価証券
7,034,903 7,004,952 △29,951

(2）長期預り金 （1,846,624） （1,398,671） △447,952

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（＊２）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「有価証券」（合同運用指

定金銭信託に限る）、「支払手形及び買掛金」及び「電子記録債務」については、現金であるこ

と、または短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略

しております。

（＊３）市場価格のない株式等は、「⑴　有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金

融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 41,635
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（注）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　　　前連結会計年度　（2025年３月31日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 8,104,140 － － －

受取手形 10,956 － － －

売掛金 2,871,344 － － －

電子記録債権 2,063,725 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券 350,000 600,000 － 500,000

　その他有価証券のうち

　満期があるもの
500,000 － － －

合計 13,900,166 600,000 － 500,000

 

　　　　当連結会計年度　（2026年３月31日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 7,109,943 － － －

受取手形 10,451 － － －

売掛金 3,161,100 － － －

電子記録債権 1,762,115 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券 100,000 500,000 － 500,000

　その他有価証券のうち

　満期があるもの
3,800,000 － － －

合計 15,943,611 500,000 － 500,000

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 1,576,063 597,361 － 2,173,424

　　債券 391,624 2,683,224 － 3,074,849

　　その他 － － － －

資産計 1,967,687 3,280,586 － 5,248,274

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 2,081,670 573,523 － 2,655,194

　　債券 397,009 2,882,700 － 3,279,709

　　その他 － － － －

資産計 2,478,680 3,456,223 － 5,934,903

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　国債・地方債 － － － －

　　社債 － 689,627 732,048 1,421,675

　　その他 － － － －

資産計 － 689,627 732,048 1,421,675

長期預り金 － 1,498,819 － 1,498,819

負債計 － 1,498,819 － 1,498,819
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当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　国債・地方債 － － － －

　　社債 － 488,400 581,649 1,070,049

　　その他 － － － －

資産計 － 488,400 581,649 1,070,049

長期預り金 － 1,398,671 － 1,398,671

負債計 － 1,398,671 － 1,398,671

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

有価証券及び投資有価証券

　上場株式および上場投資信託は相場価格を用いて評価しております。上場株式および上場投資信託は活

発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有し

ている債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、重要な観

察できないインプットを用いて時価を算定している場合はレベル３の時価、それ以外の場合はレベル２の

時価に分類しております。

 

長期預り金

　長期預り金の時価は将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価

値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

　　前連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計上額を超

えるもの
   

国債・地方債等 － － －

社債 300,000 300,257 257

その他 － － －

小計 300,000 300,257 257

時価が連結貸借対照表計上額を超

えないもの
   

国債・地方債等 － － －

社債 1,150,000 1,121,418 △28,581

その他 － － －

小計 1,150,000 1,121,418 △28,581

合計 1,450,000 1,421,675 △28,324

 

　　当連結会計年度（2026年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計上額を超

えるもの
   

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表計上額を超

えないもの
   

国債・地方債等 － － －

社債 1,100,000 1,070,049 △29,951

その他 － － －

小計 1,100,000 1,070,049 △29,951

合計 1,100,000 1,070,049 △29,951
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２．その他有価証券

　　前連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

株式 1,792,100 540,838 1,251,261

債券 1,028,607 728,737 299,870

その他 － － －

小計 2,820,707 1,269,576 1,551,131

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

株式 381,324 400,360 △19,035

債券 2,046,241 2,188,499 △142,257

その他 － － －

小計 2,427,566 2,588,859 △161,292

合計 5,248,274 3,858,435 1,389,838

（注）合同運用指定金銭信託（連結貸借対照表計上額500,000千円）については、預金と同様の性格を有す

るものであり、取得価額をもって連結貸借対照表価額としていることから上表に含めておりません。

 

　　当連結会計年度（2026年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

株式 2,655,194 853,159 1,802,034

債券 1,291,941 887,492 404,448

その他 － － －

小計 3,947,135 1,740,652 2,206,483

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

株式 － － －

債券 1,987,767 2,175,000 △187,232

その他 － － －

小計 1,987,767 2,175,000 △187,232

合計 5,934,903 3,915,652 2,019,251

（注）合同運用指定金銭信託（連結貸借対照表計上額3,800,000千円）については、預金と同様の性格を有

するものであり、取得価額をもって連結貸借対照表価額としていることから上表に含めておりませ

ん。
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３．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 2,502 1,297 －

債券 10,601 1,241 489

その他 － － －

合計 13,103 2,539 489

 

　　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

種類
売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 237,444 149,397 －

債券 69,733 21,810 561

その他 － － －

合計 307,177 171,208 561

 
４．減損処理を行った有価証券

　　前連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

　　当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価と比べ50％以上下落した場合には、全て減損処

理を行い、30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

複合金融商品関連

　組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品については、全体を時価評価し、「注記事項（有

価証券関係）」に含めて記載しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社（連結子会社への出向者を含む）は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

　連結子会社は、確定給付型の制度として、非積立型の退職一時金制度を設けております。

　連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債および退職給付費用を計算してお

ります。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 91,029千円 92,669千円

　退職給付費用 14,692千円 17,062千円

　退職給付の支払額 △13,454千円 △321千円

　為替による影響 402千円 1,194千円

退職給付に係る負債の期末残高 92,669千円 110,606千円

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 92,669千円 110,606千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 92,669千円 110,606千円

   

退職給付に係る負債 92,669千円 110,606千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 92,669千円 110,606千円

 

(3）退職給付費用

　　 簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度14,692千円 当連結会計年度17,062千円

 

３．確定拠出制度

　当社グループの確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度84,806千円、当連結会計年度83,959千円であ

ります。

 

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注） 170,770千円 187,958千円

減損損失 371,288千円 319,730千円

棚卸資産評価損 67,779千円 48,735千円

賞与引当金 97,186千円 102,402千円

修繕引当金 48,199千円 54,474千円

退職給付引当金 27,190千円 31,718千円

その他 63,383千円 70,381千円

繰延税金資産小計 845,798千円 815,401千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △170,770千円 △187,958千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △147,704千円 △126,130千円

評価性引当額小計 △318,474千円 △314,089千円

繰延税金資産合計 527,323千円 501,312千円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △431,711千円 △627,092千円

その他 △52,041千円 △54,770千円

繰延税金負債合計 △483,753千円 △681,863千円

繰延税金資産（負債）の純額 43,570千円 △180,550千円

 

（表示方法の変更）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました繰延税金資産の「減価償却費」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の注記の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の注記において、繰延税金資産の「減価償却費」に表示しておりました4,770千円は、

「その他」として組み替えております。

　前連結会計年度において、繰延税金資産の「その他」に含めておりました「退職給付引当金」は重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記

の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度において「その他」に表示しておりました「退職給付引当金」27,190千円は、「退職

給付引当金」として組み替えております。

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超

税務上の繰越欠損金（※） － 44,520千円 126,250千円

評価性引当額 － △44,520千円 △126,250千円

繰延税金資産 － － －

当連結会計年度（2026年３月31日）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超

税務上の繰越欠損金（※） － 53,679千円 134,278千円

評価性引当額 － △53,679千円 △134,278千円

繰延税金資産 － － －

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.0％  30.0％

（調整）    

　法人税等の税額控除 △3.2％  △3.4％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2％  △0.2％

　住民税均等割 0.4％  0.4％

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％  0.2％

　評価性引当額の増減 1.1％  △0.3％

　その他 △2.1％  △1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.5％  25.6％

 

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　当社グループは、一部の工場用地を賃借しており、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係

る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定

されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産

除去債務は計上しておりません。
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（賃貸等不動産関係）

当社および一部の連結子会社では、宮城県において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施設や賃

貸住宅等（土地を含む）を所有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益

は、1,079,325千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、1,097,218千円（賃貸収益は売上高に、主

な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額および時価は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 4,238,124 4,044,433

 期中増減額 △193,691 27,432

 期末残高 4,044,433 4,071,865

期末時価 24,879,968 24,364,074

　(注) １． 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２． 期中増減額のうち、前連結会計年度の主な内容は、減価償却費（258,489千円）による減少額でありま

す。

　　 当連結会計年度の主な内容は、建物附属設備の取得による増加（294,680千円）および減価償却費

（267,248千円）による減少額であります。

３． 期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づき自社で算定し

た金額、その他の物件については主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

 

EDINET提出書類

東北特殊鋼株式会社(E01245)

有価証券報告書

 74/107



（収益認識関係）

　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　財又はサービスの地域別及び収益認識の時期別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
合計

 特殊鋼事業 不動産賃貸事業

地域別    

　日本 11,987,647 614,942 12,602,590

　アジア 6,330,622 － 6,330,622

　アメリカ 503,521 － 503,521

顧客との契約から生じる収益 18,821,791 614,942 19,436,734

その他の収益 － 1,741,346 1,741,346

外部顧客への売上高 18,821,791 2,356,289 21,178,080

収益認識の時期    

　一時点で移転される財 18,821,791 252,298 19,074,089

　一定期間にわたり移転されるサービス － 362,644 362,644

顧客との契約から生じる収益 18,821,791 614,942 19,436,734

その他の収益 － 1,741,346 1,741,346

外部顧客への売上高 18,821,791 2,356,289 21,178,080

 

　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　財又はサービスの地域別及び収益認識の時期別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
合計

 特殊鋼事業 不動産賃貸事業

地域別    

　日本 11,804,587 674,265 12,478,853

　アジア 6,125,595 － 6,125,595

　アメリカ 584,439 － 584,439

　ヨーロッパ 620 － 620

　その他 248 － 248

顧客との契約から生じる収益 18,515,491 674,265 19,189,757

その他の収益 － 1,741,522 1,741,522

外部顧客への売上高 18,515,491 2,415,788 20,931,280

収益認識の時期    

　一時点で移転される財 18,515,491 279,745 18,795,237

　一定期間にわたり移転されるサービス － 394,520 394,520

顧客との契約から生じる収益 18,515,491 674,265 19,189,757

その他の収益 － 1,741,522 1,741,522

外部顧客への売上高 18,515,491 2,415,788 20,931,280
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　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　注記事項「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「⑸重要な収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりであります。

 

　３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

⑴　契約資産及び契約負債の残高等

　当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高はありません。また、過去の期間に充足（又

は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益はありません。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が1年

を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から

生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社グループは、当社を中心に各種特殊鋼鋼材の製造・販売を主たる事業とする一方で、当社旧長町工

場跡地を再開発し、子会社において不動産賃貸業を展開しております。

したがって、当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「特殊鋼事業」、

「不動産賃貸事業」の２つを報告セグメントとしております。

「特殊鋼事業」は、主に自動車関連製品向けの耐熱鋼、磁性材料等を製造しているほか、機械加工、熱

処理加工を行っております。「不動産賃貸事業」は、主に大型商業施設や賃貸住宅等を賃貸し、メンテナ

ンス業務を請負っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理

の方法と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 　前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

    （単位：千円）

 特殊鋼事業
不動産賃貸
事業

合計 調整額
連結財務諸
表計上額

売　　上　　高      

外部顧客への売上高 18,821,791 2,356,289 21,178,080 － 21,178,080

セグメント間の内部売上
高または振替高

－ － － － －

計 18,821,791 2,356,289 21,178,080 － 21,178,080

セグメント利益 187,368 1,062,447 1,249,815 － 1,249,815

セグメント資産 15,717,547 12,030,414 27,747,962 6,283,234 34,031,196

その他の項目      

減価償却費 617,866 246,112 863,978 － 863,978

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

476,308 73,238 549,547 － 549,547

　　　　（注）１． セグメント資産の調整額は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

　　　　　　　２． セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 　当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

    （単位：千円）

 特殊鋼事業
不動産賃貸
事業

合計 調整額
連結財務諸
表計上額

売　　上　　高      

外部顧客への売上高 18,515,491 2,415,788 20,931,280 － 20,931,280

セグメント間の内部売上
高または振替高

－ － － － －

計 18,515,491 2,415,788 20,931,280 － 20,931,280

セグメント利益 320,233 1,098,457 1,418,690 － 1,418,690

セグメント資産 15,636,990 12,808,487 28,445,478 7,918,042 36,363,521

その他の項目      

減価償却費 664,167 255,938 920,106 － 920,106

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

540,520 302,432 842,952 － 842,952

　　　　（注）１． セグメント資産の調整額は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

　　　　　　　２． セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。
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２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）

日本 アジア アメリカ 合計

14,343,936 6,330,622 503,521 21,178,080

　　　　　　（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　　　　　　２．各区分に属する主な国

　　　　　　　(1）アジア………タイ、インドネシア、韓国、中国、インド、台湾

　　　　　　(2）アメリカ……メキシコ、アメリカ、ブラジル

 

(2）有形固定資産

（単位：千円）

日本 アジア 合計

8,731,340 870,518 9,601,858

　　　　　　（注）１．各区分に属する主な国

　　　　　　　　　　(1）アジア………インド、タイ

 

３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ＮＩＴＴＡＮ 2,256,187 特殊鋼事業

㈱西友 2,140,560 不動産賃貸事業

 

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）

日本 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 合計

14,220,376 6,125,595 584,439 620 248 20,931,280

　　　　　　（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　　　　　　２．各区分に属する主な国

　　　　　　　(1）アジア………タイ、インドネシア、韓国、中国、インド、台湾、ベトナム

　　　　　　(2）アメリカ……メキシコ、アメリカ、ブラジル

 

(2）有形固定資産

（単位：千円）

日本 アジア 合計

8,732,009 850,742 9,582,751

　　　　　　（注）１．各区分に属する主な国

　　　　　　　　　　(1）アジア………インド、タイ
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３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ＮＩＴＴＡＮ 2,203,644 特殊鋼事業

㈱西友 2,173,516 不動産賃貸事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

  （単位：千円）

特殊鋼事業 不動産賃貸事業 合計

64,198 － 64,198

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(イ）連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主（会社等に限る）等

 前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社

大同

特殊鋼㈱

名古屋

市東区
37,172

特殊鋼の

製造・販売

　所有

　 直接 0.0%

　被所有

　 直接34.3%

製品の販売ならび

に製品の仕入・原

材料の購入

 
役員の転籍６人

製 品 の

販 売
1,662,101

売 掛 金 49,454

電子記録

債 権
376,167

製 品 の 仕

入・原材料

の 購 入

2,878,512

買 掛 金 221,496

電子記録

債 務
471,751

主要株主
岡谷

鋼機㈱

名古屋

市中区
9,128

鉄鋼、特殊

鋼などの販

売・輸出入

　所有

　 直接 0.0%

　被所有

　 直接10.1%

製品の販売ならび

に原材料の購入

製 品 の

販 売
20,979

売 掛 金 16,064

電子記録

債 権
1,074

原 材 料 の

購 入
3,730,849 買 掛 金 351,578

　（注）取引条件および取引条件の決定方針等

１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、価格交渉の上、合理的に決定しております。

２．製品の仕入・原材料の購入については、市場価格等を考慮し、価格交渉の上、合理的に決定しております。

 

 当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社

大同

特殊鋼㈱

名古屋

市東区
37,172

特殊鋼の

製造・販売

　所有

　 直接 0.0%

　被所有

　 直接34.3%

製品の販売ならび

に製品の仕入・原

材料の購入

 
役員の転籍６人

製 品 の

販 売
1,273,808

売 掛 金 216,555

電子記録

債 権
525,507

製 品 の 仕

入・原材料

の 購 入

2,710,275

買 掛 金 332,952

電子記録

債 務
420,543

主要株主
岡谷

鋼機㈱

名古屋

市中区
9,128

鉄鋼、特殊

鋼などの販

売・輸出入

　所有

　 直接 0.0%

　被所有

　 直接10.1%

製品の販売ならび

に原材料の購入

製 品 の

販 売
16,616

売 掛 金 16,238

電子記録

債 権
1,013

原 材 料 の

購 入
4,131,544 買 掛 金 400,363

　（注）取引条件および取引条件の決定方針等

１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、価格交渉の上、合理的に決定しております。

２．製品の仕入・原材料の購入については、市場価格等を考慮し、価格交渉の上、合理的に決定しております。
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(ロ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等および連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

　　 の子会社等

   前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社

の子会社

 

大同

興業㈱

 

名古屋

市東区

 

1,511

 

商社

 

－

 

製品の販売ならび

に製品の仕入・原

材料、および製造

設備の購入

 
役員の兼任１人

 

製 品 の

販 売
1,581,920

売 掛 金 147,991

電子記録

債 権
290,316

製 品 の 仕

入・原材料

の 購 入

1,389,952

買 掛 金 124,309

電子記録

債 務
287,571

製造設備の

購 入
19,231

そ の 他

（ 流 動

負 債 ）

8,255

　（注）取引条件および取引条件の決定方針等

１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、価格交渉の上、合理的に決定しております。

２．製品の仕入・原材料および製造設備の購入については、市場価格等を考慮し、価格交渉の上、合理的に決定

しております。

 

   当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社

の子会社

 

大同

興業㈱

 

名古屋

市東区

 

1,511

 

商社

 

－

 

製品の販売ならび

に製品の仕入・原

材料、および製造

設備の購入

 
役員の兼任2人

 

製 品 の

販 売
1,696,864

売 掛 金 194,475

電子記録

債 権
249,272

製 品 の 仕

入・原材料

の 購 入

955,833

買 掛 金 99,763

電子記録

債 務
205,767

製造設備の

購 入
78,783

そ の 他

（ 流 動

負 債 ）

53,359

その他の

関係会社

の子会社

㈱大同

キャスティ

ングス

名古屋

市港区
2,215

特殊鋼の

製造・販売

 

－

 

原材料の購入
原 材 料

の 購 入
650,418

買 掛 金 57,331

電子記録

債 務
321,434

　（注）取引条件および取引条件の決定方針等

１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、価格交渉の上、合理的に決定しております。

２．製品の仕入・原材料および製造設備の購入については、市場価格等を考慮し、価格交渉の上、合理的に決定

しております。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

 前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

   連結子会社と関連当事者との取引金額が少額であり、重要性が低いため記載を省略しております。

 

 当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

   連結子会社と関連当事者との取引金額が少額であり、重要性が低いため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

区分
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 3,758.95 3,966.94

１株当たり当期純利益（円） 134.20 171.74

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

　潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

　潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
1,008,124 1,275,680

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益（千円）
1,008,124 1,275,680

普通株式の期中平均株式数（株） 7,511,963 7,427,759
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（重要な後発事象）

（その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による当社株式に対する公開買付けについて）

　当社は、2026年５月15日開催の取締役会において、その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社（以下「公開買付者」

といいます。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」と

いいます。）に賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して本公開買付けへの応募を推奨することを決議

いたしました。

　なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、当社株式を非公開化すること

を企図していること、並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。

　また、2026年６月30日付「その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果及び

親会社及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」において公表しているとおり、当社は、公開買付者より、本公開

買付けの結果について、当社株式1,753,204株の応募があり、本公開買付けが成立したことから、その全てを取得するこ

ととなった旨の報告を受けました。

　この結果、本公開買付けの決済が行われた場合には、2026年７月６日（本公開買付けの決済の開始日）付で、当社の総

株主等の議決権に対する公開買付者の所有する議決権の割合が50％を超えることとなるため、公開買付者は、新たに当社

の親会社に該当することとなります。

　公開買付者は、2026年５月15日付「その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による当社株式に対する公開買付けに

関する賛同の意見表明及び応募推奨に関するお知らせ」の「３．本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由等」の

「（２）意見の根拠及び理由」の「①本公開買付けの概要」に記載の一連の手続に従って、当社の株主を公開買付者のみ

とすることを予定しているとのことです。

　当該手続の実施により、当社株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）の上場廃止基準

に従い、所定の手続を経て上場廃止となる予定です。上場廃止後は当社株式を東京証券取引所スタンダード市場において

取引することはできなくなります。

（1）公開買付者の概要

（１） 名 称 大同特殊鋼株式会社
（２） 所 在 地 名古屋市東区東桜一丁目１番10号
（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長　清水　哲也
（４） 事 業 内 容 特殊鋼鋼材事業、機能材料・磁性材料事業、自動車部品・産業機

械部品事業、エンジニアリング事業、流通・サービス事業
（５） 資 本 金 371億7,246万4,289円
（６） 設 立 年 月 日 1950年２月１日

（７）
大 株 主 及 び 持 株 比 率
（2025年９月30日現在）

（注１）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本製鉄株式会社
明治安田生命保険相互会社
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
日本発條株式会社
株式会社みずほ銀行
株式会社三菱ＵＦＪ銀行
トヨタ自動車株式会社
日鉄興和不動産株式会社
岡谷鋼機株式会社

9.20％
5.42％
5.18％
4.67％
3.61％
3.30％
3.03％
2.16％
1.87％
1.80％

（８） 当社と公開買付者の関係
 

資 本 関 係
公開買付者は、当社株式2,549,500株（所有割合（注２）：
34.32％）を所有しております。

 

人 的 関 係

公開買付者の従業員４名が当社又は当社の連結子会社に出向して
おります。また、公開買付者の子会社の取締役１名が当社の社外
監査役を兼任しており、公開買付者の子会社の従業員１名が当社
に出向しております。

 
取 引 関 係

当社は公開買付者に対し、製品の販売を行っております。また、
当社は公開買付者から原材料や製品を購入しております。

 
 

関 連 当 事 者 へ の
該 当 状 況

公開買付者は、当社を持分法適用関連会社としており、当社の関
連当事者に該当いたします。

（注１）「大株主及び持株比率」は、公開買付者が2025年11月14日に提出した第102期中半期報告書の「大株主の状
況」より引用しております。

（注２）「所有割合」とは、2026年３月31日現在の当社の発行済株式総数（7,550,000株）から、同日現在の当社が
所有する自己株式数（122,241株)を控除した株式数（7,427,759株）に対する割合（小数点以下第三位を四
捨五入。）をいいます。

 

 

（2）本公開買付けの概要

①買付け等の価格

当社株式１株につき、4,491円

 

②買付け予定の株券等の数

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

1,936,059（株） －（株） －（株）

 

③買付け等の期間
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2026年５月18日から2026年６月29日まで

 

④公開買付開始公告日

2026年５月18日

 

⑤決済の開始日

2026年７月６日

 

（臨時株主総会招集のための基準日の設定）

　当社は、2026年６月29日開催の取締役会において、2026年９月中旬開催予定の臨時株主総会（以下「本臨時株主総

会」といいます。）の招集のための基準日設定について決議しました。

 

１．本臨時株主総会に係る基準日等について

　当社は、本臨時株主総会において議決権を行使することができる株主を確定するため、2026年７月15日を基準日と定

め、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主をもって、その議決権を行使することができる株主といたしま

す。

 

２．本臨時株主総会について

　公開買付者は、本公開買付けの成立後に、当社の株主を公開買付者及び本残存株主（岡谷鋼機株式会社、東京窯業株

式会社、及びＨＩＫＡＲＩ ＴＳＵＳＨＩＮ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴＳ ＯＫＩＮＡＷＡ株式会社をいいます。）のみとす

るための一連の手続を実施することを予定しているとのことです。

　具体的には、公開買付者は、本公開買付けの決済完了後速やかに、当社に対し、会社法第180条に基づき、当社株式の

併合を行うこと（以下「本株式併合」といいます。）及び本株式併合の効力発生を条件として単元株式数の定めを廃止

する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む本臨時株主総会を開催することを当社に要請する予定とのことで

す。なお、公開買付者及び本不応募合意株主（岡谷鋼機株式会社、東京窯業株式会社、光通信ＫＫ投資事業有限責任組

合、ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ３投資事業有限責任組合、ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ２ 投資事業有限責任組合、エスアイエ

ル投資事業有限責任組合及びＨＩＫＡＲＩ ＴＳＵＳＨＩＮ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴＳ ＯＫＩＮＡＷＡ株式会社をいいま

す。）は、本臨時株主総会において上記各議案に賛成する予定とのことです。

　このたび、当社は、本臨時株主総会の開催が必要となる場合に備えて、あらかじめ本臨時株主総会の招集のために必

要となる基準日を設定することといたしました。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 －  － －

１年以内に返済予定の長期借入金 －  － －

１年以内に返済予定のリース債務 719 18,806 2.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除
く。）

－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

－ 279,705 2.3 2030年～2040年

合計 719 298,511 － －

 （注）１．リース債務の一部については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に

計上しており、当該リース債務については、「平均利率」の計算に含めておりません。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 19,204 19,612 20,029 19,068

 

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 中間連結会計期間 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 5,088,183 10,116,510 15,339,995 20,931,280

税金等調整前中間（当期）

（四半期）純利益（千円）
420,176 713,934 1,229,342 1,713,939

親会社株主に帰属する中間

（当期）（四半期）純利益

（千円）

303,718 519,270 892,685 1,275,680

１株当たり中間（当期）（四

半期）純利益（円）
40.89 69.91 120.18 171.74

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
40.89 29.02 50.27 51.56

（注）当社は、第１四半期及び第３四半期について金融商品取引所の定める規則により四半期に係る財務情報を作成して

おりますが、当該四半期に係る財務情報に対する期中レビューは受けておりません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,597,872 2,942,889

受取手形 6,903 6,270

電子記録債権 ※１ 2,068,851 ※１ 1,791,953

売掛金 ※１ 2,453,239 ※１ 2,751,865

有価証券 300,000 2,100,000

商品及び製品 465,169 657,757

仕掛品 1,350,129 1,404,758

原材料及び貯蔵品 945,280 917,837

前払費用 1,442 1,947

その他 ※１ 51,411 ※１ 15,161

貸倒引当金 △456 △456

流動資産合計 11,239,843 12,589,985

固定資産   

有形固定資産   

建物 565,229 ※３ 507,204

構築物 33,361 26,218

機械及び装置 ※３ 2,651,460 ※３ 2,550,465

車両運搬具 4,293 1,510

工具、器具及び備品 ※３ 128,097 ※３ 140,239

土地 965,116 965,116

建設仮勘定 174,236 18,282

その他（純額） 653 269,214

有形固定資産合計 4,522,449 4,478,253

無形固定資産   

ソフトウエア 237,134 190,614

その他 4,683 3,160

無形固定資産合計 241,817 193,775

投資その他の資産   

投資有価証券 2,379,411 2,866,090

関係会社株式 1,642,867 1,645,979

出資金 593 593

長期前払費用 13,118 7,504

従業員長期貸付金 1,261 907

関係会社長期貸付金 404,000 290,400

繰延税金資産 90,593 －

その他 44,046 44,630

貸倒引当金 △464 △327

投資その他の資産合計 4,575,429 4,855,777

固定資産合計 9,339,696 9,527,806

資産合計 20,579,539 22,117,791
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 975,823 ※１ 1,145,588

電子記録債務 ※１ 1,181,947 ※１ 1,214,310

未払金 10,110 14,132

未払費用 ※１ 213,382 ※１ 253,946

未払法人税等 15,544 173,562

預り金 50,769 49,494

前受収益 3,942 3,942

賞与引当金 282,263 290,128

役員賞与引当金 6,820 8,500

営業外電子記録債務 48,171 68,206

その他 120,189 20,405

流動負債合計 2,908,965 3,242,218

固定負債   

繰延税金負債 － 81,177

その他 24,574 304,279

固定負債合計 24,574 385,457

負債合計 2,933,539 3,627,675

純資産の部   

株主資本   

資本金 827,500 827,500

資本剰余金   

資本準備金 560,772 560,772

自己株式処分差益 220 220

資本剰余金合計 560,993 560,993

利益剰余金   

利益準備金 73,690 73,690

その他利益剰余金   

土地圧縮積立金 21,913 21,913

別途積立金 10,810,000 10,810,000

繰越利益剰余金 4,896,558 5,413,908

利益剰余金合計 15,802,162 16,319,512

自己株式 △232,065 △232,065

株主資本合計 16,958,590 17,475,940

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 687,409 1,014,175

評価・換算差額等合計 687,409 1,014,175

純資産合計 17,645,999 18,490,115

負債純資産合計 20,579,539 22,117,791
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※１ 17,064,805 ※１ 16,468,664

売上原価 ※１ 14,661,687 ※１ 13,768,895

売上総利益 2,403,117 2,699,769

販売費及び一般管理費 ※２ 1,789,427 ※２ 1,962,866

営業利益 613,690 736,902

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 138,819 183,566

その他 ※１ 61,067 ※１ 123,794

営業外収益合計 199,886 307,361

営業外費用   

その他 8,494 16,184

営業外費用合計 8,494 16,184

経常利益 805,082 1,028,078

特別利益   

投資有価証券売却益 － 19,951

特別利益合計 － 19,951

特別損失   

減損損失 － 64,198

特別損失合計 － 64,198

税引前当期純利益 805,082 983,831

法人税、住民税及び事業税 59,909 180,861

法人税等調整額 123,997 25,648

法人税等合計 183,906 206,510

当期純利益 621,176 777,321
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
自己株式処
分差益

利益準備金

その他利益剰余金

 
土地圧縮積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 827,500 560,772 220 73,690 22,198 10,810,000 4,546,136

当期変動額        

土地圧縮積立金の取崩     △285  285

剰余金の配当       △271,038

当期純利益       621,176

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － △285 － 350,422

当期末残高 827,500 560,772 220 73,690 21,913 10,810,000 4,896,558

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

当期首残高 △18,441 16,822,077 872,251 17,694,328

当期変動額     

土地圧縮積立金の取崩  －  －

剰余金の配当  △271,038  △271,038

当期純利益  621,176  621,176

自己株式の取得 △213,624 △213,624  △213,624

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  △184,842 △184,842

当期変動額合計 △213,624 136,513 △184,842 △48,329

当期末残高 △232,065 16,958,590 687,409 17,645,999
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当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
自己株式処
分差益

利益準備金

その他利益剰余金

 
土地圧縮積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 827,500 560,772 220 73,690 21,913 10,810,000 4,896,558

当期変動額        

剰余金の配当       △259,971

当期純利益       777,321

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － － － 517,349

当期末残高 827,500 560,772 220 73,690 21,913 10,810,000 5,413,908

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

当期首残高 △232,065 16,958,590 687,409 17,645,999

当期変動額     

剰余金の配当  △259,971  △259,971

当期純利益  777,321  777,321

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  326,766 326,766

当期変動額合計 － 517,349 326,766 844,116

当期末残高 △232,065 17,475,940 1,014,175 18,490,115
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）によっております。

子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっておりま

す。

市場価格のない株式等

…移動平均法による原価法によっております。

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

 

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常

の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　特殊鋼事業においては、主として特殊鋼鋼材を製造しているほか、機械部品、工具などの加工製品ならびに熱処

理加工を行っており、製品を顧客に納入することを履行義務として識別しております。国内販売においては、製品

を出荷した時点を収益を認識する通常の時点としており、輸出販売においては、主にインコタームズ等で定められ

た貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

　取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控除した金額で算定して

おり、当該値引き額等は、契約条件や過去の実績などに基づき見積りを行っております。

　なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に回収して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。

当事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼ

すリスクがある項目は以下のとおりです。

 

１．固定資産の減損損失の認識の要否（熱処理事業）

⑴当事業年度の財務諸表に計上した金額

　特殊鋼事業セグメントに含まれる熱処理事業については継続して営業損失を計上していることから、減損の兆候があ

ると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行っております。検討の結果、当該事業について、割引前将来

キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額217,198千円（有形固定資産214,698千円、無形固定資産2,500千円）を下

回ったため、64,198千円の減損損失を計上しております。前事業年度は減損の兆候は認められておらず、減損損失は計

上しておりません。

 

⑵識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　⑴の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）１．固定資産の減損損失の認識の要否

（熱処理事業）」の内容と同一であります。

 

２．固定資産の減損損失の認識の要否（精密加工事業）

⑴当事業年度の財務諸表に計上した金額

　特殊鋼事業セグメントに含まれる精密加工事業については継続して営業損失を計上していることから、減損の兆候が

あると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行っております。検討の結果、当該事業について、割引前将来

キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額68,038千円（有形固定資産65,122千円、無形固定資産2,916千円）を上回っ

たため、減損損失を計上しておりません。前事業年度は割引前将来キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額38,172千

円（有形固定資産35,953千円、無形固定資産2,218千円）を上回ったため、減損損失を計上しておりません。

 

⑵識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　⑴の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）２．固定資産の減損損失の認識の要否

（精密加工事業）」の内容と同一であります。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権債務

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

短期金銭債権 660,811千円 961,976千円

短期金銭債務 726,169千円 766,153千円

 

　２　保証債務

　　　次のとおり連結子会社の預り敷金債務に対して債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

東特エステートサービス㈱ 1,800,000千円 1,800,000千円

 

※３　圧縮記帳

固定資産の取得価額から直接控除した国庫補助金等による圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

機械及び装置 14,784千円 14,784千円

建物 － 2,944千円

工具、器具及び備品 2,554千円 2,554千円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

営業取引による取引高

　売上高

　仕入高

営業取引以外の取引高

 

2,921,275千円

3,222,418千円

15,096千円

 

2,271,330千円

2,894,696千円

2,572千円

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度17％、当事業年度16%、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度83%、当事業年度84%であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

発送運賃及び荷造費 300,628千円 307,330千円

給料及び手当 518,449千円 554,895千円

賞与引当金繰入額 85,355千円 85,715千円

役員賞与引当金繰入額 6,820千円 8,500千円

減価償却費 69,559千円 66,258千円

 

（有価証券関係）

子会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

子会社株式 1,636,917 1,636,917
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 
 

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

関係会社株式評価損 778,743千円 778,743千円

減損損失 248,345千円 207,306千円

賞与引当金 84,678千円 89,649千円

棚卸資産評価損 50,996千円 44,032千円

その他 30,857千円 47,091千円

繰延税金資産小計 1,193,621千円 1,166,824千円

評価性引当額 △784,623千円 △784,685千円

繰延税金資産合計 408,998千円 382,139千円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △307,394千円 △453,517千円

土地圧縮積立金 △9,799千円 △9,799千円

その他 △1,210千円 －千円

繰延税金負債合計 △318,404千円 △463,316千円

繰延税金資産（負債）の純額 90,593千円 △81,177千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.0％  30.0％

（調整）    

　法人税等の税額控除 △4.2％  △5.5％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2％  △3.5％

　住民税均等割 0.7％  0.5％

　その他 △0.7％  △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.8％  21.0％

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

⑴　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　注記事項「重要な会計方針」の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

（重要な後発事象）

連結財務諸表の「注記事項（重要な後発事象）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分
資産の
種類

当期首
残高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固定資産        

 建物 565,229 16,922
32,135

(28,946)
42,811 507,204 1,340,599

 構築物 33,361 － － 7,143 26,218 483,625

 機械及び装置 2,651,460 251,999
28,274

(28,274)
324,719 2,550,465 6,548,827

 車両運搬具 4,293 －
1,075

(1,075)
1,707 1,510 47,343

 
工具、器具及

び備品
128,097 69,752

3,832

(3,594)
53,777 140,239 456,064

 土地 965,116 － － － 965,116 －

 建設仮勘定 174,236 463,014 618,968 － 18,282 －

 その他 653 280,294 － 11,733 269,214 16,683

 計 4,522,449 1,081,983
684,286

(61,891)
441,893 4,478,253 8,893,146

無形固定資産        

 ソフトウエア 237,134 13,371
2,307

(2,307)
57,583 190,614 －

 その他 4,683 11,871 13,371 22 3,160 －

 計 241,817 25,243
15,678

(2,307)
57,606 193,775 －

投資その他の

資産
       

 長期前払費用 13,118 － － 5,614 7,504 －

 計 13,118 － － 5,614 7,504 －

 
　（注）１　当期減少額の（　）は、内数で当期の減損損失計上額であります。

　　　　２　当期減少額には次の圧縮記帳額が含まれます。

　　　　　　　建物　2,944千円

　　　　３　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

　　その他（有形リース資産）　　特別高圧変電設備　　　272,722千円

　　機械及び装置　　　　　　　　鋼材矯正機　　　　　　179,155千円

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 921 784 921 784

賞与引当金 282,263 290,128 282,263 290,128

役員賞与引当金 6,820 8,500 6,820 8,500
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 　－

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。

公告掲載ＵＲＬ　https://www.tohokusteel.com

ただし、やむを得ない事由により電子公告ができない場合は、日本経済新

聞に掲載をいたします。

株主に対する特典 なし

 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書およびその添付資料、有価証券報告書の確認書

 

事業年度　第126期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月23日東北財務局長に提出。

 

(2）内部統制報告書およびその添付書類

 

　事業年度　第126期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月23日東北財務局長に提出。

 

(3）半期報告書及び確認書

 

　事業年度　第127期（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）2025年11月13日東北財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

2025年６月27日東北財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

 

2026年６月30日東北財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

 

2026年６月30日東北財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

 

(5）意見表明報告書

2026年５月18日東北財務局長に提出

　大同特殊鋼株式会社による当社株式に対する公開買付けに賛同する旨の意見表明報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

東北特殊鋼株式会社(E01245)

有価証券報告書

 99/107



 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2026年６月30日

東北特殊鋼株式会社   

 
 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 　 仙台事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　雅彦

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上野　陽一

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東北特殊鋼株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北

特殊鋼株式会社及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

　重要な後発事象（その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による当社株式に対する公開買付けについて）に記載さ

れているとおり、会社は、2026年５月15日開催の取締役会において、その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による

会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の株主に対して本公開買付けへの応募を推奨

することを決議した。当該取締役会決議は、本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、会社株式を非公開化すること

を企図していること、並びに会社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものである。なお、本公開

買付けは、2026年５月18日から2026年６月29日まで実施され、成立しており、2026年７月６日付で大同特殊鋼株式会社

は、会社の親会社となる予定である。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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東北特殊鋼株式会社の特殊鋼事業に関する売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　東北特殊鋼株式会社及び連結子会社は、特殊鋼事業及び

不動産賃貸事業を営んでいる。連結財務諸表注記（セグメ

ント情報等）に記載のとおり、各事業の売上高は特殊鋼事

業が18,515,491千円、不動産賃貸事業が2,415,788千円で

ある。

 

　連結財務諸表注記「（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項）４.(５）重要な収益及び費用の計上基

準」に記載のとおり、特殊鋼事業において、国内販売は製

品を出荷した時点を収益認識時点とし、輸出販売は主にイ

ンコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担

が顧客に移転した時点を収益認識時点としている。

 

　この点、東北特殊鋼株式会社の特殊鋼事業に関する売上

高については、主として以下の理由から、意図的に前倒し

計上されるリスクが存在する。

・東北特殊鋼株式会社には、公表している業績予想の達成

に関して一定のプレッシャーが存在すると考えられるこ

と。

・契約により年間賃料が確定している不動産賃貸事業と異

なり、特殊鋼事業では個々の取引内容を踏まえて収益認識

の時点を判断する必要があること。

・特殊鋼事業の売上高のうち、大部分が東北特殊鋼株式会

社の売上高であること。

 

　以上から、当監査法人は、東北特殊鋼株式会社の特殊鋼

事業に関する売上高の期間帰属の適切性の検討が、当連結

会計年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、監

査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、東北特殊鋼株式会社の特殊鋼事業に関す

る売上高の期間帰属の適切性を検討するため、主に以下の

手続を実施した。

 

（1）内部統制の評価

　　販売プロセスに関連する内部統制の整備状況及び運用

状況の有効性を評価した。評価に当たっては、営業部門

とは独立した部門の担当者が、売上高の認識時点と出荷

証憑又は船積書類に記載された収益認識の要件を充足す

る日付を照合する統制に特に焦点を当てた。

 

（2）売上高の期間帰属が適切であるか否かの検討

　　売上高が適切な会計期間に認識されているか否かを検

討するため、取引の質的、金額的重要性等を踏まえて、

前倒し計上されるリスクが高いと判断した期末月の売上

高からサンプルを抽出し、以下を含む監査手続を実施し

た。

・出荷証憑に記載された収益認識の要件を充足する日付

と売上計上日とを照合した。

・注文書の納期と売上計上日が整合していることを確認

し、売上高の前倒しの可能性のある不整合が認められた

場合には、営業担当者に質問し、その合理性を評価し

た。

・運送業者からの請求書を閲覧し、実際に出荷されてい

ることを確認した。

・翌連結会計年度の一定時期までに取消し又は返品処理

された重要な取引がある場合は、関連する資料を確認

し、その合理性を評価した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

 

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

 

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

 

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

 

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

 

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

 

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東北特殊鋼株式会社の2026年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

　当監査法人は、東北特殊鋼株式会社が2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

 

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

 

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

 

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内部

統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監

査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2026年６月30日

東北特殊鋼株式会社   

 
 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 　 仙台事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　雅彦

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上野　陽一

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東北特殊鋼株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第127期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北特殊

鋼株式会社の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

　重要な後発事象（その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による当社株式に対する公開買付けについて）に記載さ

れているとおり、会社は、2026年５月15日開催の取締役会において、その他の関係会社である大同特殊鋼株式会社による

会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の株主に対して本公開買付けへの応募を推奨

することを決議した。当該取締役会決議は、本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、会社株式を非公開化すること

を企図していること、並びに会社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものである。なお、本公開

買付けは、2026年５月18日から2026年６月29日まで実施され、成立しており、2026年７月６日付で大同特殊鋼株式会社

は、会社の親会社となる予定である。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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(特殊鋼事業に関する売上高の期間帰属の適切性)

　財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「特殊鋼事業に関する売上高の期間帰属の適切性」は、連

結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「東北特殊鋼株式会社の特殊鋼事業に関する売上高の

期間帰属の適切性」と実質的に同一の内容である。このため、財務諸表の監査報告書では、これに関する記載を省略す

る。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

 

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

 

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

 

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

 

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。
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・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

 

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

東北特殊鋼株式会社(E01245)

有価証券報告書

107/107


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２サステナビリティに関する考え方及び取組
	３事業等のリスク
	４経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	５重要な契約等
	６研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの概要
	（２）役員の状況
	（３）監査の状況
	（４）役員の報酬等
	（５）株式の保有状況

	５従業員の状況等
	（１）人材戦略に関する基本方針等
	（２）従業員の状況


	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

